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令和元年度環境ビジネスの振興方策検討等委託業務 

 

はじめに 

 

第五次環境基本計画では、「持続可能な社会の実現」が目標として掲げられており、このために

は「環境・経済・社会の統合的向上」が必要とされている。環境産業は、環境保全とともに、我が

国の経済成長にも資するものであり、持続可能な社会の実現に重要な役割を果たしている。近年

では、再生可能エネルギー市場を始めとして、環境産業の市場規模は成長しており、今後も我が

国の経済成長を牽引する有望なビジネス分野として注目されている。持続可能な社会を実現して

いくためにも、政府として、環境産業を振興していくことが重要であるが、環境産業は１次産業

から３次産業（＋６次産業）まで幅広い分野・形態であるため、環境産業の振興方策等の検討の

ためには、産業全体の動向（マクロ動向）と個別の産業分野・企業の動向（ミクロ動向）の両方を

把握していくことが必要である。 

 

本業務は、環境ビジネスをミクロ的視点から捉えることを目的として、全国の環境ビジネスを

実施する企業の先進的・先導的な事例を把握・分析し、環境ビジネスの現状及び展望の分析等を

行うことにより、その成果を国等の環境政策の企画・立案や企業の実務・経営判断に活用できる

ようにするものである。 

 

本年度は、「地域循環共生圏」に着目し、（１）環境ビジネス（地域循環共生圏形成に向けた取

り組み）の現状及び将来の見通し・あるべき姿に関する調査・分析、（２）対象企業等の選定及び

ヒアリング、（３）「持続可能な成長エンジン研究会」の設置・運営、（４）地域循環共生圏の創出

を牽引する環境ビジネス（地域循環共生圏形成に向けた取り組み）の振興方策の検討、及び（５）

報告書等の作成及び成果の発信・発表を行った。 

 

本検討の成果が、環境ビジネス（地域循環共生圏形成に向けた取り組み）を実施・企画してい

る、あるいはそれらを支援しようとしている企業・NPO やこれを支援する政府・自治体などに有

効に活用され、その振興につながることを期待する。  



 

 

 

Examination of Environmental Business Promotion Measures Made on a Commission Basis in Fiscal 2019 

 

Introduction 

 

In the Fifth Environmental Basic Plan, the goal is to realize a sustainable society, and for this purpose, 

"integrated improvement of the environment, economy and society" is required. The environmental industry 

contributes not only to environmental protection, but also to the economic growth of Japan, and plays an 

important role in realizing a sustainable society. In recent years, the market size of the environmental industry, 

including the renewable energy market, has been growing, and it is attracting attention as a promising 

business field that will drive Japan's economic growth in the future. In order to realize a sustainable society, 

it is important for the government to promote the environmental industry. However, the environmental 

industry is a wide range of fields and forms from primary to tertiary (+ 6th) industries, Therefore, it is 

necessary to understand both the trends of the entire industry (macro trends) and the trends of individual 

industrial fields and companies (micro trends) in order to consider measures to promote the environmental 

industry. 

 

This project is undertaken to study and analyze the advanced and leading cases of companies that conduct 

environmental business nationwide and analyze the current status and prospects of environmental business 

from a micro perspective. In this way, the results can be used for planning and drafting environmental policies 

of the national government, etc., and for business and management decisions of companies. 

 

In this year, focusing on the "Circulating and Ecological Economy", (1) Survey and analysis on the current 

status and future prospects and ideals of environmental business (initiatives for forming the Circulating and 

Ecological Economy), (2) Selection and interviews to companies, (3) Establishment and operation of "Study 

Group for Sustainable Growth Engines", (4) Examination of promotion measures and (5) Preparation of 

reports, etc., and transmission and presentation of the results. 

 

The results of this study is envisaged to be used as reference for for companies, NPOs, and governments 

and municipalities that support or plan environmental businesses (initiatives to create the Circulating and 

Ecological Economy) or plan to support them and its promotion. 
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第１章 業務の目的と概要 

 

 地域循環共生圏とは 

 

2018 年 4 月に閣議決定した第五次環境基本計画では、国連「持続可能な開発目標」（SDGs）や

「パリ協定」といった世界を巻き込む国際な潮流や複雑化する環境・経済・社会の課題を踏まえ、

複数の課題の統合的な解決という SDGs の考え方も活用した「地域循環共生圏」を提唱している。 

「地域循環共生圏」とは、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分

散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、環境・経済・

社会が統合的に循環し、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方であり、地域での

SDGs の実践（ローカル SDGs）を目指すものです。 

「つなげよう、支えよう 森里川海」プロジェクトでも、地域の自然環境の保全や再生を進め、

そこから得られる恵みを上手に活用することで、地域の社会や経済にも貢献していこうという「地

域循環共生圏」の考え方の普及を図っている。人口減少時代に入り、高齢化や過疎化が進む地方

ですが、一方で自然の恵みの宝庫です。その恵みを環境に配慮された持続可能な形で、エネルギ

ー・食糧・観光資源として活用できれば地方を元気にすることができる。また、地方は都市に依

存していると思われがちだが、実は、都市が地方に依存している。地方の自然の恵みが生み出す

多くのエネルギー・水・食糧、そして人材も地方から都市にもたらされている。都市と地方のそ

ういったつながりの大切さに目を向け、都市と地方がお互いに支え合う関係を強固にすることで、

複合化する環境・経済・社会の諸問題を同時に解決することができる。 

 

 

図 1 地域循環共生圏とは 

出所）環境省 
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地域循環共生圏とは、地域の資源、自分たちの目の前にあるものの可能性をもう一度考え直し、

その資源を有効活用しながら環境・経済・社会をよくしよう、資源を融通し合うネットワークを

つくっていこうというものだ。その視点は、エネルギー、交通・移動システム、災害に強いまち

づくり、衣食住の日々の生活者としてのライフスタイル等がある。環境省は、それらすべてを落

とし込んだ「地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・SDGs 構想）」を提示しており、重要な 5 つの

柱として以下を提示している。それぞれの柱に含まれる要素は次頁において提示する。 

① 自律分散型の「エネルギー」システム 

② 「災害」に強いまち 

③ 人に優しく魅力ある「交通・移動」システム 

④ 健康で自然とのつながりを感じる「ライフスタイル」 

⑤ 多様なビジネスの創出 

 

環境省は、「地域循環共生圏」の創造による持続可能な地域づくりを通じて、環境で地方を元気

にするとともに、持続可能な循環共生型の社会を構築してゆく。また、この実現に向けて、関係

省庁と連携しながら取り組んでゆく。 
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図 2 地域循環共生圏（日本発の脱炭素・SDGs 構想） 出所：環境省 

 



 

4 

 

 業務の概要 

 

本業務では、以下の活動を実施した。なお、昨年度までに環境省で蓄積した情報・知見等を考

慮し、本業務では、地域循環共生圏の 5 つの柱のうち、『人に優しく魅力ある「交通・移動」シス

テム』、『「災害」に強いまち』、『健康で自然とのつながりを感じる「ライフスタイル」』の 3 つ（以

降、3 分野）に重点を置いた検討を実施する。 

 

１．取り組みの現状及び将来の見通し・あるべき姿に関する調査・分析 

地域循環共生圏形成に向けた取り組みの動向を、文献調査や有識者へのヒアリングを通し

て把握、分析を行った。 

 

２．調査企業等の選定及びヒアリング 

地域循環共生圏の実現に向けた取り組みを実践している企業や自治体 21 件をリストアッ

プしたうえで、どういった地域課題を認識して取り組みを開始したか、どのようにして事業

立上・市場参入に成功したのか、国や自治体に求める支援策は何かといった点にについてヒ

アリングを実施した。 

 

３．「持続可能な成長エンジン研究会」の設置・運営 

調査対象企業の選定や調査内容の分析、取りまとめの方法等について必要な助言と検討を

行うために、経営、金融、技術等の学識経験者や企業関係者等で構成される「持続可能な成

長エンジン研究会」を設置した。 

 

４．地域循環共生圏の実現に向けた支援策の検討 

調査対象企業のヒアリング及び研究会の議論を踏まえて、国や地方自治体に求められる地

域循環共生圏形成のための振興方策について検討を行った。 

 

５．成果の発信・発表 

本業務の成果が、政府だけでなく地方自治体や企業等に有効に活用されるよう、①報告書

及び報告書の要約版の作成、②「環境経済情報ポータルサイト」の改修、③シンポジウムの

準備、等を実施した。 
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 検討結果概要 

 

地域循環共生圏の実現に向けた取り組みを実践している企業へのヒアリング等をもとに、「地域

課題」と「地域循環共生圏を構成する要素（システム）」を取り纏めた。その全体像は以下のとお

りである。分野別等の詳細については、後段で記述する。 

 

図 3 地域課題と地域循環共生圏を構成する要素 

 

分析対象の取り組みから、地域循環共生圏の実現に貢献するビジネスモデルを類型化し、4 つの

パターンとして取り纏めた。 

 

図 4 ビジネスモデル・パターン 

都市部
（他地域）

地方部

地域(A)
住民

地域(B)
住民

地域A
企業

地域B
企業

１

地域資源
（自然、ヒト・情報）

１

地域機能包括提供
（例：邑南町、宇都宮市など）

• 地域に密着した企業が様々なサービス・機能をまとめて提供、同じヒトやモノが
複数の役割を果たす（一物多役）ことで効率的な運営を実現することでコス
トを削減し、ビジネスとして成立させる。

• 「中山間地域型」、「地方都市型」、のようなパターンがある。

地域会社向けツール提供
（例：Monet Technologies、未来シェアなど）

• 地域機能包括提供会社に対して、「最適配車」、「地域通貨」など様々な機
能を実現するツールを提供、その運営を後方支援する。全国展開することでシ
ステムコストを低減、地域機能包括提供会社に求める対価を最小化することで、
地域会社とwin-winの関係を実現する。

• 「特定ツール特化型」、「プラットフォーム型（多様なツールの提供）」、のような
パターンがある。

2

3

地域資源結合・転換
（例：小松マテーレ、横浜市/太陽住建など）

• 地域資源を発掘、ストーリーを追加することで高付加価値な商品・サービスを
実現、都市・他地域に提供する。農産物や空き家等の「モノ」だけでなく、地域
の協力者や地場産業に眠るノウハウなど「ヒト」の資源も活用する。

• 「モノ」「ヒト」「自然」「カネ」といった属性の異なる資源の組み合わせ、それぞれの
中でも複数の組み合わせを実現することで、高い価値を生み出すことができる。

マッチング＋α
（例：プラネット・テーブル、グラノ24Kなど）

• 地域資源と都市部の企業・住民を結び付ける。単にマッチングするだけでなく、
「集荷・配送の手間削減」や「販売・調達の安定性確保」など地域・都市の主
体が求める機能を提供することで、地域資源の価値を最大化する。

• 提供機能としては、業界によって異なるが、「集荷・配送」、「診断・最適運用」
など様々なものが考えられる。

4

地域(C)
住民

地域C
企業

機能補ツール提供サービス
（決済・デマンド交通配車等）

全国企業2 4

都市部（他地域）
企業・住民

3地域企業

多種多様な
地域課題解決

のための
サービス

多種多様な
地域課題解決

のための
サービス

多種多様な
地域課題解決

のための
サービス

商品・サービス

全国企業

マッチング＋α機能

注）本業務で分析対象とした企業に基づく分類である



 

6 

 

地域循環共生圏の実現に資する事業を前進させている主体には、幾つかの共通する要因が見ら

れた。どの業界にも共通するものもあれば、地域循環共生圏の実現に貢献するビジネスにおい

て、特に求められると考えられるものもある。ここでは、後者について以下に紹介する。 

 

 

図 5 成功要因（特に地域循環共生圏ビジネスにおいて有効なもの） 

 

地域循環共生圏の実現に向けて、新しい商品・サービスの開発に取り組む事業主体は、様々な

課題に直面する。既にその一部を乗り越えた主体も存在するが、そうした主体でも、現在も事業

化に向けた複数の阻害要因に直面している。また、今後多くの地域で循環共生圏が形成される過

程でも、多くの主体が同様の阻害要因に直面する。事業主体が直面する代表的な阻害要因を取り

纏めるとともに、阻害要因克服にあたって想定される政府による支援策について検討した。 

 

図 6 阻害要因・支援策 

大項目 小項目

(1) 
規制・制度
改革

(1-1) 規制緩和

(1-2) 認可取得の条件緩和と運営支援体制構築

(1-3) 自治体個別対応の要件緩和と協業支援情報整備

(1-4) 財源用途に関する条件緩和

(2) 
ルール・ガイド
ライン整備

(2-1) ルール整備を速やかに行うための体制整備

(2-2) 個人情報の扱いに関するガイドライン整備

(3) 
政府調達・補助
金における配慮

(3-1) 地域への貢献を加点する調達条件制度確立

(3-2) 新しい商品・サービスを想定した支給対象設定

(4)
情報把握・共有
の仕組み構築

(4-1) 地域循環共生圏を実現するための情報の定義

(4-2) プラットフォーム構築と情報蓄積・共有

(5)
リスクマネー供給

(5-1) 開発・投資補助金交付

(5-2) 利子補給・信用保証

(6) 
政府による
需要創出

(6-1) 買い支え

(6-2) 需要創出補助金交付

(6-3) 情報発信支援・マッチング機会提供

(6-4) 政府による「地域循環共生圏」の将来性明示

(6-5) 診断・評価制度の構築

(7) 
組織活動
支援

(7-1) 専門人材派遣

(7-2) 人材マッチング/紹介

(7-3) 相談窓口運営

(7-4) 地域組織運営補助金交付

(7-5) 先進的な取り組みの形式知化と共有

(7-6) 若年層向け気づきの場の創出

(8) 
啓蒙活動

(8-1) 地域循環の価値啓蒙

(8-2) ITリテラシー教育

阻害要因 支援策

大項目 中項目 小項目

(1) 
規制
・制度

(1-1) 
業法が新しい商品・サービス
に対応できない

(a) 禁止されている事項が多い

(b) ルール・ガイドラインが未整備

(1-2) 
事業を手掛けることに
対する障壁が高い

(a) 複数事業に跨る事業認可を得るためのハードルが高い

(b) 個人が「サービス提供者」になることのハードルが高い

(c) 資源利用のための認証条件が厳しい

(1-3) 
政府・自治体対応の
負荷が大きい

(a) 個別自治体対応の負荷が大きい

(b) 省庁別対応の負荷が大きい

(1-4) 
行政資金を活用しにくい

(a) マルチタスクの用途に使えない

(b) 補助・入札制度が既存品有利

(2) 
リソース

(2-1) 
新サービス向けのリスクマネーを調達できない

(2-2) 
情報発信の場が無い

(2-3) 
体力が無いので専門家を抱えられない

(2-4) 
共有・継承のための活動に手が回らない

(3) 
合意
形成

(3-1) 
旗振り役がいない

(3-2) 
認識が一致しない

(a) 長期的に目指すこと・指標が明確になっていない

(b) 利害認識が合致しない

(3-3) 
認知/スキルが不足している

(a) 新しいモノに対する認知が足りない

(b) ITリテラシーが不足している
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 こうした分析結果をふまえ、地域循環共生圏及びそれに貢献するビジネスが目指す姿は以下の

ようなものであると考えられる。従来の社会では「環境」「経済」「社会」に対して負荷や歪みが

発生してしまう恐れがある。そうした現状に対して、様々な主体が取り組む新しい事業を通して、

地域循環共生圏が形成されてこうした問題を克服、持続可能な社会を実現することが期待される。 

 

 

図 7 ローカル SDGｓ「地域循環共生圏」ビジネスのあり方 

 

  

長期的な価値を最大化する志向
（例：小川町、太陽住建、NOTE、INDETAIL 等）

• 顧客やパートナーと安定した関係を構築することを重視
• 定期購入やアセット保有などをとおし長期的に継続して

サービスを提供、最適な維持管理などをとおして価値を最大化

従来の社会 地域循環共生圏の目指す社会 “持続可能な社会”

短期的な利益を最大化する志向

• 四半期毎の価値を最大化することを重視
• 商品/サービスを売り切りで提供

作り手の効率を最大化する商品・サービス

画一的な商品・サービス

• 同規格・同品質の商品を大量生産することでコストを低減

供給されるものの中から使い手が選択

• 企業が供給する製品・サービスを企画・決定、
使い手側はその範囲の中で選択

事業の選択と集中

• 単一の事業や機能に特化し、優位性を確保

使い手の価値を最大化する商品・サービス

パーソナライズ・カスタマイズ化して地域課題を解決する商品・サービス
（例：MONET Technologies、未来シェア 等）

• ニーズにあわせてサービス内容をカスタマイズ、コスト低減は他地域横展開で実現

需要起点の生産・供給
（例：小川町、プラネット・テーブル 等）

• 需要が確定した後に供給開始、必要な時に必要なだけ提供

多機能/多用途/合わせ技
（例：邑南町、大宮産業、宇都宮市 等）

• 最小限の体制で複数の事業/機能を担うことで効率化
• 複数の事業によるシナジーを発揮することで、価値を増幅

競争する関係

高密度で集積した資源を奪い合う
• 高密度で集積した使いやすい資源を奪い合い、勝者がそれを利用する

他社と競う
• 特定のパートナーとは連携しながらも、他者と競うことで能力を磨く

固定的な提供体制
• 設備や従業員を固定的に配置、その能力を向上させて他社と競う

共創する関係
分散する資源をまとめ、価値を発揮
（例：グラノ24K、NOTE 等）
• 分散する資源を纏めてサービスとして提供、新たな価値を発揮

多様な立場/地域の主体と連携し、全体で利益を得る
（例：太陽住建、パルセイユ、でんき宇奈月 等）

• 異業種間/産官学間/競争相手/ユーザー・サプライヤ間の連携

必要に応じて変化する提供体制
（例：グラノ24K 等）

• 需要に応じて供給体制を構築、仕事に応じて適材適所に設備や従業員を配置

消費者

環境
• 資源の大量消費/廃棄
• 汚染/CO2大量発生

経済
• 効率悪い地方の切捨て
• 富の海外/域外流出

社会
• 格差拡大
• 地方の生活基盤衰退
• 繋がり希薄化

環境
• 資源の有効利用
• 汚染/CO2発生抑制

経済
• 資金の地域内循環
• 地方の担い手維持

社会
• 幅広い層の価値享受
• 地方の生活基盤維持
• 繋がり醸成/活性化

ユーザー
利用開始

ユーザー
利用開始

提供者

作り手が使い手に合わせる

消費者 消費者 消費者

提供者

使い手が作り手に合わせる
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第２章 地域循環共生圏形成に向けた取り組み 

 

 検討の視点 

 

本検討では、「地域課題」、「地域循環共生圏を構成する要素（ソリューション）」、「実現方法」

の 3 つの視点で先進事例の分析を実施した。実現方法については、更に「ビジネスモデル・パタ

ーン」、「成功要因」、「阻害要因・支援策」の 3 つの視点で分析を行った。 

 

 

図 8 検討の視点 

 

なお、本検討では、地域循環共生圏ビジネスの実現に向けて、部分的にでも取り組みが前に進

んでいる状態を「成功」と定義する。「地域循環共生圏ビジネス」とは、以下 3 つの要素を満たし、

結果として地域に裨益しているビジネスであると捉えられる。 

① 地域資源を活用し、地域内または地域間で補完し支え合いの関係が構築できている 

・ 相互補完関係を持ちつつ、それぞれの主体が財務面や人材面で他社に依存することな

く主体的に、自立した運営を実現できている 

・ それが持続可能である 

② 地域内で資金が循環している（地域外からの流入を含む） 

③ 環境を含む多様かつ地域それぞれの課題解決につながる 

・ CO2 排出削減、汚染防止、資源利用などを通して環境負荷削減を実現する 

・ 交通や医療・買物など地域ニーズを満たす基盤を提供できている 

 

  

地域課題

地域循環共生圏を構成する要素
（ソリューション）

何に悩んでいた？何を目指した？

課題を克服するために、
何を実施する？何を導入する？

成功要因

阻害要因・支援策

実現
方法

要素（ソリューション）の導入にあたって、
どうやって経済的に・ビジネスとして成立させる？

経済的に・ビジネスとして成立させるために、
どういった工夫を施した？

事業を実現する・更に拡大するにあたって、
何がボトルネック？必要とする支援策は？

ビジネスモデル・パターン
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具体的には、先進事例について、以下のような項目についてヒアリングを実施し、その結果を

とりまとめた。 

 

1. 【地域課題：Why？】  

何に悩んでいた？何を目指した？ 

 どんな問題に直面していた？なにを目指した？ 

 個別の問題（課題）意識を、どのように地域全体の問題（課題）意識に昇華させた？ 

 どうやって地域資源や基盤の現状、発生してしまっている経済損失・環境負荷を把握した？ 

 

2. 【地域循環共生圏を構成する要素（ソリューション）：What？】  

  課題を克服するために、何を実施する？何を導入する？ 

 どのような地域資源を活用した？その資源に着目した理由は？どうやって価値ある地域資源を発見した？ 

 どのような事業を実施している？どのような技術（交通・エネルギー・情報通信/IoT など）を用いている？ 

 

3. 【実現方法：How？】 

  ソリューション導入にあたって、どうやって経済的に・ビジネスとして成立させる？ 

a. 【ビジネスモデル・パターン】 

どうやって経済的に・ビジネスとして成立させる？ 

 どうやって収益性を担保する？ 

 どうやってイノベーションを実現した？既存大手企業との差別化方法は？ 

 

b. 【成功要因】  

経済的に・ビジネスとして成立させるために、どういった工夫を施した？ 

 どういった変曲点があった？それをどう乗り越えた？ 

 どのような運営組織・仕組み・拠点が必要？ 

 どのような人材が必要？ 

 どのようなパートナーが必要？どのように巻き込んだ？ 

 どうやって資金調達した？ 

 

c. 【阻害要因・支援策】  

事業を実現する・更に拡大するにあたって、何がボトルネック？必要とする支援策は？ 

 目指す事業の実現や更なる事業拡大にあたって、障壁になるのは何？  

 その克服のために必要だと考えられる支援策は？ 

 過去に有効であった支援策（または無効）は？ 
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 地域課題と導入されるソリューション 

 

様々な地域が問題として認識していること、目指す姿、それを実現するために導入するソリュ

ーションを、後述する取り組み事例の分析結果をもとに、『全体像』としてとりまとめた。 

また、前述の、『人に優しく魅力ある「交通・移動」システム』、『「災害」に強いまち』、『健康で

自然とのつながりを感じる「ライフスタイル」』の 3 分野別に取り纏めた。 

更に、地域特性によって差異の大きい『人に優しく魅力ある「交通・移動」システム』について

は、①地方都市、②中山間/過疎地、③観光地の 3 つの地域それぞれについて分析を行った。 

 

全体像 

 

図 9 地域循環共生圏における地域課題・目指す姿・ソリューション 

  

地域課題（問題） 目指す姿 ソリューション

視
点
①

地
域
資
源

視
点
②

基
盤
サ
ー
ビ
ス

活用されない地域資源
• エネルギー源を化石燃料に依存、

大量のCO2も排出する
• 資源を活用できず遊休資源となっている
• 廃プラスチック・廃食品が多く発生・廃棄

されている

地域資源有効利用/循環
• 廃棄物・未活用資源に新たな価値を

創出、資源として有効活用される
• 地域の再生可能エネルギー活用

希薄化する地域コミュニティ
• 地域内のコミュニケーションが少ない
• 都市-農村間の交流人口が少なく、

相互理解が低い

地域内・地域間の
活発な交流
• 地域内・地域間における交流人口

拡大、コミュニケーション活性化

自然環境・景観への悪影響
• 農薬・化学肥料の使用が生態系へ

悪影響を与えている
• 自動車排ガスが発生している

自然との共生
• 自然資源・生態系が保全される
• 地域独自の歴史・文化が継承される

不十分な災害への備え
• 温暖化や猛暑、大型台風など災害の

被害が深刻化
• 災害時のインフラ供給

防災・減災
災害時の機能維持
• 耐震性の向上や水害の緩和
• 非常用電源の確保
• 作業員の安全性担保

人材・資金・産業の流出・衰退
• 地域や企業の担い手がいない
• 事業者の所得が少ない/安定しない
• 地元資本を活用できておらず、

外部資本に頼っている

活気ある地域づくり
• 地域人口の増加
• 域内資金循環、雇用の創出
• 生産性向上・事業領域の拡大・

ブランド力向上等による事業者所得
向上

蓄電池利用非常用電源
非常用リユース蓄電池、太陽光発電＋蓄電池LED電灯、EV充電器非常用電源利用 等

グリーンツーリズム
規格外農産物のビュッフェレストラン、農園レストラン・ショップ、古民家宿泊施設 等

インフラ遠隔監視制御
水門・陸閘開閉遠隔監視制御 等

ポイントなどのインセンティブ

地域資源を用いた高付加価値商品
食品残渣による染色・アパレル、有機農産物由来のコスメ・スキンケア商品 等

マッチング
農林畜産生産者・都市レストラン流通プラットフォーム 等

無人オペレーション化
自動運転、ドローンによる無人輸送、配車予約・決済の自働化 等

需給のバンドル化
カーシェア・ライドシェア、共同輸送 等

サービスのマルチタスク化・可動産化
貨客混載、移動販売・診療、小さな拠点 等

地域内交流の場
地域住民のコミュニティスペース、賑わいの場づくり 等

地域資源による域内エネルギー供給
廃食油のVDF化、木質チップによるバイオマス発電、太陽光・小水力・バイオマス地域電力 等

電動車両
EVバス、電動自転車、LRT 等

不便な/衰退する生活交通
• 公共交通の乗継が悪く、タクシー事業者

が廃業するなど、移動手段が不足している
• 高齢者・自家用車非保有者の移動手段

不足が深刻化

便利・快適で
持続可能な生活交通
• ドアtoドアでの移動手段、二次交通の

十分な確保、各種生活サービスとの
連携

ルート・ダイヤ最適化
リアルタイム・最適ルート配車、デマンド交通 等

地域内未活用資源によるグリーンインフラ
木材加工端材を利用した土壌改良材、排水汚泥を活用した保水性ブロック 等

都市から地域への
資金流入・交流促進

サービス維持のための
最適化・効率化

地域内の
資金循環・交流促進

地域資源を用いた
インフラ供給

循環型有機農業
廃棄物をたい肥に活かした循環型農業、食品スーパーと連携した食品廃棄物たい肥化 等
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人に優しく魅力ある「交通・移動」システム 

 

図 10 「交通・移動」分野における地域課題・目指す姿・ソリューション 

健康で自然とのつながりを感じる「ライフスタイル」 

 

図 11 「ライフスタイル」分野における地域課題・目指す姿・ソリューション 

  

B.
インセンティブ導入

地域通貨の導入＊ INDETAIL

地域ポイントの導入 宇都宮市 物的資源

自然資源

人的資源

経
済

社
会

環
境

中心市街地・
地域産業が衰退する
• 利用者・担い手の減少により、

中心市街地が衰退、生活
サービスが分散化

• 移動が困難で外出率が低い

公共交通の利便性が
低いまたは衰退し、
自家用車に依存
• 公共交通の乗継が悪く、

ファースト・ラストマイルでの
移動手段が不足している

• 自家用車による個別輸送が
多く、駅前で渋滞が発生

• 免許返納が進まず、高齢
ドライバーによる事故の恐れ。
また、免許返納後の
高齢者・自家用車
非保有者の移動手段不足
が深刻化

１．地域課題（問題） ４．地域資源２．目指す姿 ３．ソリューション

環境負荷が発生
• 自家用車の個別送迎が多く、

エネルギー消費が非効率
• 複数の送迎バスやその排気

ガスが歩行者の迷惑になる

交通事業が赤字
• 事業者の所得が少ない

• 公共交通の維持経費が
自治体の負担になっている

• ドライバーが不足している

太陽光
木材・小水力・地熱等

公共交通事業者

（鉄道、バス等）

遊休車両

地域住民

車両の空きスペース

遊休施設

グリーンな交通・物流
• 再生可能エネルギーの活用

• 効率的な運行・配車による
省エネ化

活気ある地域づくり
• 魅力あるサービス・便利な移動

手段の確保による外出率の向上、
消費増、中心市街地の活性化

• 余裕時間の創出による消費の
活性化

健全な交通事業
• 事業者の利益向上、

事業採算性の維持

• 公共交通利用者の増加

• 省人運営の実現

便利・快適で
持続可能な生活交通
• 移動に際する無駄な待ち時間

の減少

• ドアtoドアでの移動手段、
二次交通の十分な確保、
各種生活サービスとの連携

• 多様なニーズに対応した
運賃・料金の柔軟化

A.
電動車両の導入

LRT 宇都宮市

EVステーション REXEV

グリーンスローモビリティ
(小型EV、電動自転車等）

でんき宇奈月

交通向け地産地消再エネ
(太陽光・廃棄物/下水汚泥等)

でんき宇奈月
宇都宮市
INDETAIL
湘南電力/REXEV

E.
無人
オペレーション化

自動運転やドローンによる無人輸送 -

配車予約・決済等の自動化
MONET
未来シェア
INDETAIL

D.
ルート・ダイヤ
最適化

リアルタイム・最適ルート配車 MONET
未来シェア
INDETAILデマンド交通

マルチモーダル化 -

G.
マルチタスク化・
サービス可動化

貨客混載 -

カートレイン
(自転車を乗せ電車やバスに乗車)

-

移動販売
移動診療(医療×MaaS)

MONET

拠点形成(コンパクト・ネットワーク) 邑南町・大宮産業

各種事業者

（バス、タクシー、物流、
福祉、観光等）

EV車両

F.
需給のバンドル化

カーシェア・ライドシェア MONET

異業種間での共同輸送 -

廃棄物/下水汚泥 等

観光客

貨物

風景・景観
里地里山

C.
新たな経済活動の創出
地域特性の発信

ターミナルセンター
(交通結節点における各種サービス提供)

宇都宮市

エコ交通による地域ブランド化 でんき宇奈月

＊地域通貨の交換可能なものの範囲に広く財物が含まれる場合は、当該地域通貨が実
質的に金銭の支払いと同等の効果を有し、道路運送法の許可又は登録を要することと
なる可能性が高い

物的資源

自然資源

人的資源

経
済

社
会

環
境 生態系・景観が

危機に瀕している
• 農薬・化学肥料の使用が、

生態系へ影響を与えている
• 歴史・文化が継承されない、

破壊される恐れがある

地域コミュニティが
希薄
• 地域内でのコミュニケーション

が少ない
• 都市-農村間の交流人口が

少なく、相互理解が低い
• 生産者のモチベーション維持

が難しい

１．地域課題（問題） ４．地域資源２．目指す姿 ３．ソリューション

地元の資源を
活用できていない
• 資源を有効活用しきれず、

遊休資源となっている
• 廃棄物が発生している

地域経済・産業が
衰退する
• 事業者の所得が少ない、

または安定しない

• 事業の担い手がいない

• 地元資本を活用できておら
ず、外部資本に頼っている

規格外農産物

化粧品

地域住民

衣服

資源の有効活用による
循環型社会の実現
• 未活用資源に対する新たな

価値の付加

• 廃棄物の削減

自然との共生・
特色ある地域づくり
• 自然資源・生態系の保全

• 地域独自の歴史・文化の継承

活気ある地域づくり
• 地元資源活用による域内資金

循環、雇用の創出

• 生産性向上・事業領域の拡大・
ブランド力向上等による事業者
所得向上

地域内・地域間での
活発な交流
• 地域内・地域間における

交流人口の拡大、
コミュニケーション活性化

• 消費者の反応を直接聞くことに
よる生産者のモチベーション向上

A.
地域資源を用いた
高付加価値商品

食品残渣による染色・アパレル 豊島

有機農産物由来のコスメ・スキンケア商品 パルセイユ

遊休施設

残渣/下水汚泥 等

観光客

森林、風景・景観
里地里山

健康に関する不安
• 農産物の安全性・自身の

健康に不安がある

安心安全快適な生活
• 健康増進

• 価値観にあった消費

• 食農に対する理解の促進 E.
グリーンツーリズム

規格外農産物を利用したビュッフェレストラン グラノ24K

農園レストラン・ショップ 和郷

空き家・古民家リノベーション宿泊・飲食施設 ノオト

馬と自然が共生する景観づくり 八幡平

地元生産者

地元商工業者

都市住民

太陽光、地熱

地元産農産物

D.
マッチング

農林畜産流通プラットフォーム
プラネット・
テーブル

C.
循環型有機農業

廃棄物を堆肥に生かした循環型農業
小川町
グラノ24K
パルセイユ

食品スーパーと連携した食品廃棄物
たい肥化

和郷

B.
地域資源による
域内エネルギー供給

廃食油のVDF化 小川町

F.

地域内における
交流の場づくり

地域コミュニティショップの運営 和郷

緑を起点とする賑わいの場の創出 東邦レオ
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「災害」に強いまち 

 

図 12 「災害に強いまち」分野における地域課題・目指す姿・ソリューション 

 

【地方都市型】 人に優しく魅力ある「交通・移動」システム 

 

図 13 【地方都市型】「交通・移動」分野における地域課題・目指す姿・ソリューション 

物的資源

自然資源

人的資源

経
済

社
会

環
境

エネルギー源が
持続的でない
• エネルギー源を化石燃料に

依存している

災害による被害が
深刻になっている
• 温暖化や猛暑、大型

台風等による被害が深刻化
• 大規模地震の発生確率が

高まっている

１．地域課題（問題） ４．地域資源２．目指す姿 ３．ソリューション

資源を有効活用
できていない
• 資源を有効活用しきれず、

遊休資源となっているまたは
廃棄してしまっている

• 廃棄物が環境負荷を
与えている

地域産業が衰退する
• 事業者の所得が少ない、

または安定しない
• 事業の担い手が不足
• 地元資源を活用できておら

ず、外部資本に頼っている

地域住民

蓄電池

地域資源
有効利用/循環
• 廃棄物・未活用資源に

新たな価値を創出

• 環境負荷の削減

再生可能エネルギー
利用
• 再生可能エネルギーの活用

推進によるエネルギーの自立

活気ある地域
• 地元資源活用による域内

資金循環、雇用の創出

• 生産性向上・事業領域の
拡大・ブランド力向上等による
事業者所得向上

防災・減災
• ヒートアイランド現象の抑制

• ゲリラ豪雨・台風等による
水害の緩和

• 建築物にける耐震性の向上

A.
地域廃棄物を利用した
グリーンインフラ

木材加工端材を利用した土壌改良剤 大建工業/オロチ

排水汚泥を活用した保水性ブロック
・土壌改良剤

小松マテーレ

コンクリート再生砕石と腐植技術を
組み合わせた透水性基盤材

東邦レオ

遊休車両

残渣/下水汚泥 等

森林、木材

災害時の対策が
不十分
• 災害時に停電が発生、

地域の生活・産業に大きな
影響を与える

• 災害時に作業員の人的
被害が生じる

災害時の機能維持
• 非常用電源の確保

• 自動化/機械化による
作業員安全性担保

C.
蓄電池利用非常用電源

非常用リユースEV蓄電池 4Rエナジー

太陽光発電+蓄電池LED電灯
4Rエナジー
宇都宮市

EV充電器非常用電源利用
4Rエナジー
湘南電/REXEV 地元生産者

地元商工業者

都市住民

太陽光、風力、熱

学識関係者

水門・陸閘

D.
インフラ遠隔監視制御

水門・陸閘開閉遠隔監視制御 NTT西日本

B.
地域資源による
域内エネルギー供給

木質チップによるバイオマス熱利用 大建工業/オロチ

太陽光・小水力・バイオマス地域電力
湘南電力/REXEV
宇都宮市

物的資源

自然資源

人的資源

経
済

社
会

環
境

中心市街地が
衰退する
• 利用者・担い手の減少により、

中心市街地が衰退

公共交通の利便性が
低く、自家用車に
依存
• 公共交通の乗継が悪い

• ファースト・ラストマイルでの
移動手段が不足している

• 自家用車による個別輸送が
多く、駅前で渋滞が発生

• 免許返納が進まず、高齢
ドライバーによる事故の恐れ

１．地域課題（問題） ４．地域資源２．目指す姿 ３．ソリューション

環境負荷が発生して
いる
• 自家用車の個別送迎が多く、

エネルギー消費が非効率

交通事業が赤字
• 事業者の所得が少ない

• 公共交通の維持経費が
自治体の負担になっている

• ドライバーが不足している

太陽光

公共交通事業者

（鉄道、バス等）

遊休車両

地域住民

車両の空きスペース

遊休施設

グリーンな交通・物流
• 再生可能エネルギーの活用

• 効率的な運行・配車による
省エネ化

活気ある地域づくり
• 魅力あるサービス・便利な移動

手段の確保による、中心市街地
の活性化

• 余裕時間の創出による消費の
活性化

健全な交通事業
• 事業者の利益向上

• 公共交通利用者の増加

• 省人運営の実現

便利・快適な公共交通
• 移動に際する無駄な待ち時間

の減少

• ドアtoドアでの移動手段の十分
な確保、各種生活サービスとの
連携

• 多様なニーズに対応した運賃・
料金の柔軟化

A.
電動車両の導入

LRT 宇都宮市

EVステーション REXEV

交通向け地産地消再エネ
(太陽光・廃棄物/下水汚泥等)

でんき宇奈月
宇都宮市
INDETAIL
REXEV

B.
インセンティブ導入

地域通貨の導入＊ INDETAIL

地域ポイントの導入 宇都宮市

C.
新たな経済活動
の創出

ターミナルセンター
(交通結節点における各種サービス
提供)

宇都宮市

E.
無人
オペレーション化

自動運転による無人輸送 -

配車予約・決済等の自動化
MONET
未来シェア
INDETAIL

D.
ルート・ダイヤ
最適化

リアルタイム・最適ルート配車 MONET
未来シェア
INDETAILデマンド交通

マルチモーダル化 -

G.
マルチタスク化・
サービス可動化

貨客混載 -

カートレイン
(自転車を乗せ電車やバスに乗車)

-

移動販売
移動診療(医療×MaaS)

MONET

拠点形成(コンパクト・ネットワーク)
邑南町、大宮
産業

各種事業者

（バス、タクシー、物流、
福祉、観光等）

EV車両

F.
需給のバンドル化

通勤通学のカーシェア・相乗り MONET

異業種間での共同輸送 -

廃棄物/下水汚泥 等

観光客

貨物

＊地域通貨の交換可能なものの範囲に広く財物が含まれる場合は、当該地域通貨が実
質的に金銭の支払いと同等の効果を有し、道路運送法の許可又は登録を要することと
なる可能性が高い
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【中山間/過疎地型】 人に優しく魅力ある「交通・移動」システム 

 

図 14 【中山間/過疎地型】「交通・移動」分野における地域課題・目指す姿・ソリューション 

【観光地型】 人に優しく魅力ある「交通・移動」システム 

 

図 15 【観光地型】「交通・移動」分野における地域課題・目指す姿・ソリューション 

経
済

域内消費が少なく、
地域産業が衰退
• 移動が困難で、外出率が

低い

• 利用者・担い手の減少により、
市街地の衰退が進み、
生活サービスが分散化

域内消費増による
地域産業の活性化
• 交通移動手段の整備を

背景とした外出率の向上による、
域内消費の増加

A.
電動車両の導入

グリーンスローモビリティ
(小型EVバス 等)

でんき宇奈月

交通向け地産地消再エネ
(小水力、木質バイオマス)

でんき宇奈月、
宇都宮市、小川町、
INDETAIL、
REXEV

B.
インセンティブ導入

地域通貨の導入＊ INDETAIL

地域ポイントの導入 宇都宮市

E.
無人
オペレーション化

ドローンによる無人配送 -

D.
ルート・ダイヤ
最適化

リアルタイム・最適ルート配車 MONET
未来シェア
INDETAILデマンド交通

マルチモーダル化 -

G.
マルチタスク化・
サービス可動化

貨客混載 -

移動販売、移動診療等 -

小さな拠点
(コンパクト・ネットワーク)

邑南町、大宮産業

F.
需給のバンドル化

カーシェア・相乗り REXEV

異業種間での共同輸送 -

環
境

環境負荷が発生して
いる
• 自家用車の個別送迎が多く、

エネルギー消費が非効率

グリーンな交通・物流
• 再生可能エネルギーの活用

• 効率的な運行・配車による
省エネ化

社
会

地域交通が衰退し、
移動が困難
• 自家用車による個別輸送や

各送迎サービスに依存

• 免許返納が進まず、高齢ド
ライバーによる事故の恐れ

• 免許返納後の高齢者・自家
用車非保有者の移動手段
不足が深刻化

• 交通移動・物流事業におけ
る利益が少なく、維持経費
が大きい

持続可能な
生活交通・サービス
• ドアtoドアでの移動手段の

十分な確保

• 地域内の様々な輸送資源の
統合、各種生活サービスとの
連携

• 交通移動・物流事業者における
健全な事業採算の維持

C.
新たな経済活動
の創出

移動と経済活動の掛け合わせに
よる事業者の利益増加
(車内販売、合わせ技 等)

邑南町

地域内の交流推進 でんき宇奈月

物的資源

自然資源

人的資源

太陽光

公共交通事業者

（鉄道、バス等）

遊休車両

地域住民

車両の空きスペース

遊休施設

各種事業者

（バス、タクシー、物流、
福祉、観光等）

EV車両

木材・小水力・地熱
等

観光客

貨物

１．地域課題（問題） ４．地域資源２．目指す姿 ３．ソリューション

＊地域通貨の交換可能なものの範囲に広く財物が含まれる場合は、当該地域通貨が実
質的に金銭の支払いと同等の効果を有し、道路運送法の許可又は登録を要することと
なる可能性が高い

経
済

社
会

環
境

観光産業が
盛り上がらない
• 観光客が減少している
• 観光客の域内消費が少ない
• 産業空洞化の打開策として

観光を盛り上げたいが
ブランド力が無い

移動が不便・不快
• 観光スポット間を繋ぐ

移動手段がない
• 乗継が悪く、待ち時間が

長い
• 集中需要で渋滞が発生

観光業の負担が
大きい
• 送迎コスト/燃料代が嵩み、

地域の資金が流れ出る
• 人手不足でドライバーに

人員を割けない

環境負荷が発生して
いる
• 自家用車による個別の

訪問・送迎が多く、
排気ガスが多く発生している

• 排気ガスが歩行者
（観光客・住民）の
迷惑になっている

グリーンな交通・物流
• 再生可能エネルギーの活用
• 効率的な運行・配車による

省エネ化

確立された観光ブランド
• 魅力的なまちづくりによる

域外からの観光客の増加

観光客の域内消費
• 観光客の地域内回遊性向上

による、域内消費の増加

観光業が本業に集中
• 事業者の利益向上
• 公共交通利用者の増加
• 省人運営の実現

便利・快適な観光回遊
• 訪問先までの移動手段確保

・二次交通の利便性向上
• 移動に際する無駄な待ち時間

の減少

A.
電動車両の導入

グリーンスローモビリティ
(小型EVバス、電動自転車等)

でんき宇奈月

LRT 宇都宮市

交通向け地産地消再エネ
(小水力、木質バイオマス、地熱）

でんき宇奈月、
宇都宮市、小川町、
INDETAIL、
REXEV

B.
インセンティブ導入

地域通貨の導入＊ INDETAIL

地域ポイントの導入 宇都宮市

C.
地域特性
(交通)の発信

エコツーリズム（地底湖） 宇都宮市

エコ交通による地域ブランド化 でんき宇奈月

交流推進（環境教育等） でんき宇奈月

E.
無人
オペレーション化

自動運転による無人輸送 -

配車予約・決済等の自動化
MONET、未来シェ
ア、INDETAIL

D.
ルート・ダイヤ
最適化

リアルタイム・最適ルート配車 MONET
未来シェア
INDETAILデマンド交通

観光MaaS -

G.
マルチタスク化・
サービス可動化

貨客混載 アップクオリティ

カートレイン
(自転車を乗せ電車やバスに乗車)

-

小さな拠点
（コンパクト・ネットワーク）

邑南町、大宮産業

F.
需給のバンドル化

カーシェア・相乗り
(住民・観光客の移動需要を集束)

REXEV

異業種間での共同輸送 -

物的資源

自然資源

人的資源

太陽光

公共交通事業者

（鉄道、バス等）

遊休車両

地域住民

車両の空きスペース

遊休施設

各種事業者

（バス、タクシー、物流、
福祉、観光等）

EV車両

木材・小水力・地熱
等

観光客

貨物

風景・景観
里地里山

１．地域課題（問題） ４．地域資源２．目指す姿 ３．ソリューション

＊地域通貨の交換可能なものの範囲に広く財物が含まれる場合は、当該地域通貨が実
質的に金銭の支払いと同等の効果を有し、道路運送法の許可又は登録を要することと
なる可能性が高い
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第３章 取り組み事例 

 

 調査対象企業 

 

以下のような取り組みを通して、地域循環共生圏の創造に貢献している、あるいはしようとし

ている事例 70 件をリストアップした。 

 「地域課題・ニーズ」や「地域資源」に着眼し、地域を資源を活用した事業を、多様

な関係者と連携して実施しているイノベイティブな取り組み 

 地域資源、技術、人材等の活用により、環境負荷を削減するとともに、地域の資金の

域外流出を食い止め、地域内経済循環の拡大に貢献している取り組み。 

 

なかでも、以下の視点で 26 件を選定し、うち 21 件について当事者へのヒアリング等をとおし

た分析を実施した。残りの 5 件についても、参考として文献調査等をとおした分析を実施した。 

 

1. 地域循環共生圏を構成する複合的な取り組みが行われている「地域」と、一定の地域課題

克服に貢献する「事業者」それぞれを選定する。 

 地域：自地域における課題の把握とそれを克服するために複合的に取り組まれている

地域(ヒアリング対象 5 地域) 

※ 単に複数の取り組みが行われているだけでなく、それぞれの主体や地域資源が連携している事例を優先する。 

 企業：様々な地域課題の克服に貢献する事業に取り組んでいる事例 (ヒアリング対象

16 社) 

※ 地域資本を活用した事業や都市部資本であるが地域の課題解決に貢献する先進的な取り組みを行っている

事業をバランスよく選定する。 

※ 地域循環共生圏ビジネスから一見遠い業界（交通や農業等以外）の伝統的企業の参入事例も対象にする。 

 

2. 複数の地域循環共生圏の要素をカバーするものを優先する 

※ 「B)企業」についても、より多くの地域循環共生圏の要素をカバーする企業を優先する。 

 

3. 重点 3 分野（交通・移動/災害に強いまち/ライフスタイル）をバランスよく採用する 
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 調査対象企業の一覧 
 

調査対象企業の概要は以下のとおり。 

 

表 1 調査対象企業及び提供する商品・サービスの概要（※企業名は略称） 

分野 企業名 本社所在地 設立年 取組概要 

地域 

(1) 
栃木県宇都宮市 

- - 

各拠点・集落を繋いで相互に連携する「ネットワーク型コンパクトシティ(NCC)」構想のもと、LRT の導入、トランジットセンターの整備、バス路線の充実や
地域内交通の整備など公共交通ネットワークの形成に取り組む。また、太陽光発電/蓄電池などを設置して低炭素化・防災力向上に貢献、地域新電力
会社が FIT 切れを迎える廃棄物/下水汚泥発電施設から電力を購入して LRT や公共施設等に販売する。大谷地区では「地底湖クルージング」サービ
スを立ち上げ、観光客向けグリーンスローモビリティの運行、地底空間の地下水を活かした冷熱エネルギー利用システムの開発とイチゴ栽培に取り組む。 

(2) 
埼玉県小川町 

- - 

霜里農場から広まった有機農業を軸に町内外の団体をコーディネーターとして地域内外の循環・共生の輪を拡大する。有機農産物を活かした地酒造りや
豆腐造りなど、商品づくりに取り組む。また、町内の有機農業生産者が連携して、技術・情報交換、共同販売などを行う。さらに、さいたま市内の企業では
霜里農場が指導する有機農家から購入した有機米を賛同する社員に提供したり、小川町環境農林課では農業振興プロジェクト「OGAWA’N」や BDF
（廃食油を活用した燃料）の活用推進など、地域の環境問題に対して多面的な活動に取り組む。 

(3) 
神奈川県横浜市 
/㈱太陽住建 

- 
/神奈川県 
横浜市 

- 
/2009 年 

横浜市は、まちの主役である住人自身が暮らしをゆたかにするためのサービスやものを生み出すための場「リビングラボ」の施策を実施し、NPO や地元企業
が運営する「リビングラボ」を横浜市がコーディネートする。太陽住建は、工事業で培ったノウハウと、地域の住民や NPO、学校等との繋がりを活用し、空き
家を再生して、働き方改革や地域包括ケアに貢献する「リビングラボ」を横浜市の支援のもと運営する。 

(4) 
島根県邑南町 

- - 

町内全 12 地区（公民館エリア）が自らの地区の課題を調査分析し、町役場の「総合戦略」をふまえ、「地区別戦略」を策定する。「地区別戦略」で定
めた事業をスピーディに実行するため、地区の協議会や自治会とは別に事業会社を住民出資で設立し、事業会社が「高齢者向け草刈・除雪」、「デマン
ド交通」、「ふるさと米販売」、「耕作放棄地での放牧」、「空き家活用」など様々な事業を実施する。地域で雇用を生み出し、得られた利益で収益性の低
い活動にも取り組む。邑南町役場は、地区・事業会社が円滑に運営されるための様々な支援を実施する。 

(5) 
㈱大宮産業/大宮集落 
活動センター「みやの里」 

高知県 
四万十市 

2006 年 
廃止された JA 出張所を買い取り、併設されていた給油所と日用品を販売する店舗を運営する。地域の賑わいづくりに向けて、イベントの開催や談話スペ
ースの設置、情報発信にも取り組む。さらに、地域資源「大宮米」をブランド米として復活させ、「地産地消」だけでなく「地産外商」で販路拡大を行う。ま
た、県が中山間対策の軸とする大宮集落活動センター「みやの里」の運営の中核を担う。 

交通 

(6) 
㈱INDETAIL 

北海道 
札幌市 

2009 年 
ローカルベンチャーのロールモデルを構築することを目指し、ブロックチェーンの考え方を活かして地域やコミュニティが抱える課題を解決のための新規事業の創
出に取り組む。電気自動車・再生可能エネルギー・ブロックチェーン技術を用いて次世代交通と再生可能エネルギーの利用を促進するプラットフォームを構
築し、新たな移送手段の提供・地域活性化・エコ社会の実現を目指す実証実験「ISOU PROJECT（イソウ・プロジェクト）」を実施した。 

(7)  
静岡県静岡市 
/静岡鉄道㈱ 

静岡県 
静岡市 

1919 年 
地域コンソーシアム「静岡型 MaaS 基幹事業実証プロジェクト」で、ICT・AI 等の最新技術を取り入れ、誰もが利用しやすい新たな移動サービスの提供
と、これを活かした持続可能なまちづくりを目指す。具体的には、AI 相乗りタクシーの運行や、鉄道・路線バス・タクシー等の異なる交通手段を一つの移動
サービスとして連携させ、自家用車に頼らずシームレスな移動ができる実証を行う。また、NPO と連携した中山間地域のデマンドバス運行にも取り組む。 

(8)  
湘南電力㈱/㈱REXEV 

神奈川県 
小田原市 

2014 年 
/2019 年 

湘南電力は、地元の太陽光発電や小水力発電などの電力も調達して、県内の供給に特化して電力小売を手掛ける。REXEV は、再エネを極力用いた
e-モビリティ特化型カーシェアリングサービス事業において、複数の e-モビリティをネットワーク化し、その蓄電池でエネルギー需給を最適制御し、エネルギー消
費効率化、再エネ利用最大化、非常時電力供給体制の構築を目指す。両社は小田原市と連携し、EV シェアリングによる地域交通モデルの構築に取り
組み、地産の再エネを活用した EV を用いてカーシェアリングを実施する。 

(9) 
㈳でんき宇奈月 

富山県 
黒部市 

2018 年 
宇奈月温泉を先進的なエコ温泉リゾートとして観光客誘致を促進するとともに、エネルギーの地産地消により自立した地域づくりを推進することを目的とし
て、様々な取り組みを実践する。具体的には、小水力発電から得られる電力を活用した EV バス、未利用温泉熱を利用した無散水融雪システム、流木
等を利用し福祉施設とも連携する薪ボイラーなどを導入する。また、地域の魅力発信や人材育成にも積極的に取り組む。 

(10)  
㈱未来シェア 

北海道 
函館市 

2016 年 
タクシー・バス・送迎事業向けに乗合ルート計算・配車システム「SAVS（サブス）」を提供する。様々な利用者からの複数の乗車要求と、乗合タクシーや
乗合バス、乗合送迎車両の状況を統合的に AI で分析し、その都度最適な配車・ルートを計算する。乗車位置やルートを固定することなく、その場の需
要に即した乗合車両の配車決定とルート計算を自動で行うことが可能となる。多くの自治体や事業会社の実証事業にシステム提供を行う。 

(11)  
MONET Technologies㈱ 

東京都 
港区 

2018 年 
車両データや移動データを集約するデータ基盤等を備えた「MONET プラットフォーム」を構築し、自治体・企業とも連携しながら、多様な新技術・サービス
の開発に取り組む。既に、様々な自治体・企業と連携して、「医療×MaaS」、「福祉×MaaS」、「観光×MaaS」、「働き方改革×MaaS」といったサービ
スを提供するための車両やサービスを開発、実証・運行を開始する。 
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分野 企業名 本社所在地 設立年 取組概要 

ライフ 
スタイル 

(12)  
㈱グラノ 24K 

福岡県 
岡垣町 

1995 年 

ブランド化されていない少量多品種生産の地場農産物や、市場に卸せず廃棄されていた規格外の農産物を買取り、メニューを固定しない「ビュッフェ
レストラン」スタイルで地産地消を行う。生産・加工・販売を地域で分担する「6 次産業化」に取り組む。加工商品は全国の契約旅館やレストランに
も配送する。全国 40 店舗ではそれぞれの地域の農産物を使った料理を提供するほか、自社農園で食育活動に注力したり、宿泊業にも力を入れる
など、幅広い事業を手掛ける。 

(13)  
豊島㈱ 

愛知県 
名古屋市 

1918 年 

食品製造過程でうまれる食材や商品の残渣を、国内外で特許を取得した特殊技術で染料化し、ブランド「FOOD TEXTILE」としてトートバッグ、T
シャツ、スニーカーなどを販売する。食品メーカー、飲食会社から食品残渣を有償で仕入れることでフードロスの削減だけでなく、企業の収益構造にも
貢献する。また、アパレルブランドなどと連携し、繊維・アパレル産業の高付加価値化に貢献する。さらに、地域企業とも連携して、地場で育てられた
食材から出る食品廃棄物を染料化し、土産やふるさと納税の返礼品等の商品化などを計画する。 

(14)  
㈳ノオト/㈱NOTE 

兵庫県 
丹波篠山市 

2009 年 
/2016 年 

各地に点在する古民家をその歴史性を尊重しながらリノベーションを行い、その土地の文化や歴史を実感できる施設に再生する「NIPPONIA」という
取り組みを行う。多様なバックグラウンドを持つ専門家や組織と連携して、古民家を宿泊施設・レストラン・カフェ・ショップ等に改修する。地域の企業
や団体をサポートし、地域資源の調査から計画、事業体組成・資金調達、事業者マッチングまでトータルなエリアマネジメントを支援し、自らも事業
体に参加する。 

(15) 
パルセイユ㈱ 
/美容薬理㈱ 

福岡県 
遠賀郡芦屋町 

2005 年 
/2001 年 

独自の製法で無添加化粧品を製造・販売する。芦屋町の生産者・役場・商工会などと農商工連携し、地元で無農薬で栽培された赤紫蘇の精油
を使用した自然由来 100％の化粧品「SHIZOOJU（シズージュ）」を商品化して販売する。地元芦屋産の農産物を活かした商品作りで地産地
消・地方創生に貢献し、化粧品の製造販売だけでなく、美容食を提案するカフェや商品作りにも取り組む。 

(16) 
プラネット・テーブル㈱ 

東京都 
渋谷区 

2014 年 

地域の生産者から農畜水産物を購入し、都市のレストランのニーズに合わせて小分け梱包して配送する流通・物流プラットフォーム「SEND（セン
ド）」を運営する。需給マッチングだけでなく、配送・決済・情報伝達の仕組みを構築し、地域の生産者に「発送の手間やコストの軽減」、「直売所の
ような在庫リスクを回避」、「入金を長期間待つことなく、安心して次の作付けを行える」、「最終消費者の声を聴いてモチベーションが高まる」といった
価値を提供する。また、「加熱用が欲しい」「敢えて小さなモノが欲しい」といった購入者に直接届けることで、生産者は規格外野菜を販売できる。 

(17) 
㈱和郷 
/農事組合法人和郷園 

千葉県 
香取市 

1996 年 
/1998 年 

農家から野菜を購入して直販・卸販売や加工事業を行う。また、登録再生利用事業者として都市部で発生する野菜残渣を市町村を超えて運搬
し、香取市で集中して堆肥化・燃料化を行うリサイクル事業や、都市農村交流を行う施設の運営など「6 次産業化」となる新しいビジネスモデルを構
築する。さらに、全国各地で後進に向けた講習会開催、視察受け入れなどノウハウの提供と、農業経営や生産現場の管理を徹底、生産物の安全
性や環境に配慮した持続可能な農業に取り組む。ICT 技術を活用した農作業の省力化・成功ノウハウの共有など、先進的な取り組みも行う。 

防災 

(18) 
神戸市港湾局 
/NTT 西日本㈱ 

兵庫県神戸市 
/大阪府大阪市 

1999 年 

南海トラフ巨大地震の津波による被害軽減のために、水門・陸閘の迅速・確実な閉鎖及び閉鎖確認の徹底、作業従事者の安全確保の必要性よ
り、NTT 西日本と連携して、低消費電力で広範囲をカバーできる LPWA を活用したネットワークによる「水門・陸閘の遠隔監視システム」を開発し
た。水門・陸閘に開閉検知デバイスや Web カメラ等を設置し、目的に合わせて LPWA や専用線に接続することで遠隔での監視と制御を実現す
る。LPWA ネットワークは、スマートシティの実現に向けてその他の用途でも活用できる。 

(19) 
小松マテーレ㈱ 

石川県 
能美市 

1943 年 

布地製造の排水処理工程で発生する副産物（微生物から成る余剰汚泥）を原材料として開発した保水性ブロック「green Biz（グリーンビ
ズ）」は、ヒートアイランド現象を抑制でき、断熱性・吸音性・不燃性がある。また、熱可塑性炭素繊維複合材料「CABKOMA（カボコーマ）ストラ
ンドロッド」は、同等の強度を持つメタルワイヤの約 1/5 の重量と手で持ち運びができるほど軽量で、建築の強度向上だけでなく、建築現場の省力
化・省エネ化・施工性の向上にも貢献する。 

(20) 
大建工業㈱/㈱オロチ 

富山県南砺市 
/鳥取県日野郡 
日南町 

1945 年 
/2006 年 

他の企業と連携して「木材総合カスケード利用」に取り組む。地元の森林資源の木材を加工し、高機能の LVL（単板積層材）として全国各地へ
販売するほか、加工工程で発生する端材（木材チップ）を解繊処理し、植物の生育促進効果のあるフルボ酸を添加した土壌改良材「DW ファイ
バー」を開発した。また、合弁会社「日南大建」を設立し、森林資源のカスケード利用などより多様・広範囲な資源循環を目指すほか、地元で培った
ノウハウをベースに新しい技術の開発や人材育成を行い、地域の過疎化抑制にも貢献する。 

(21) 
フォーアールエナジー㈱ 

神奈川県 
横浜市 

2010 年 

電気自動車で使用したリチウムイオンバッテリーを「再利用(Reuse)、再販売(Resell)、再製品化(Refabricate)、リサイクル(Recycle)」して、エ
ネルギー貯蔵のソリューションとして利用する「4R 事業」を行う。再生された蓄電池は、商業施設・集合住宅等の非常用電源や、地域における電力
自給を目指すマイクログリッド併設蓄電池として用いられることで、都市や地域の災害対応力向上と、EV 向けの急速充電器に併設してゼロ・エミッシ
ョンモビリティの普及に貢献する。 
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分野 企業名 本社所在地 設立年 取組概要 

参考 

(参考 1) 
岩手県八幡平市 

- - 
地熱資源を発電に活用するだけでなく、地熱蒸気や温泉熱、温水を活用することで、地域の新たな産業・観光振興に力を入れている。地熱発電や
小水力発電といった再生可能エネルギーを活用した循環型社会の実現に加えて、地域の伝統文化や自然資源の評価を見直すことにより、人・生
物・自然が共生する持続可能な地域の実現を目指す。 

(参考 2) 
福島県飯舘村 

- - 
“よい仕事おこし”フェア実行委員会と包括連携協定を締結し、東日本大震災と原発事故からの復興促進のため、震災前から盛んであった花卉栽
培や観光などを基幹産業とする地域振興を進めている。具体的には、城南信金の本店前に設置した花壇や 2019 年の“よい仕事おこし“フェアなど
をとおして PR を実施しているほか、全国へ向けて花卉の販路拡大を支援する。今後は米など他の産品についても取り組む。 

(参考 3) 
曙酒造合資会社 

福島県 
河沼郡会 
津坂下町 

1904 年 
“よい仕事おこしネットワーク“と連携して地域連携プロジェクト「興こし酒プロジェクト」を開始、全国 47 都道府県の 123 種類の米をブレンドした純米
大吟醸「絆舞（きずなまい）」を開発・発売した。販売価格のうち 100 円が被災地の支援に寄付される。さらに、「絆舞」の酒粕を提供した全国各
地の食品メーカー等は、カステラ、わさび漬けなどを開発・販売する。 

(参考 4) 
よい仕事おこし 
ネットワーク 

東京都 
品川区 

2018 年 
全国の信用金庫のネットワークを活用し、地域企業の「売りたい」「買いたい」「組みたい」「こんなことで困っている」等の課題解決を支援する。具体的
には、商談等取次ぎや各種フェア・商談会の開催、個々の顧客への情報発信などを行う。全国の中小企業の売上増加や事業の活性化を支援す
る。 

(参考 5) 
東邦レオ㈱ 

大阪府 
大阪市 

1965 年 

ハード面とソフト面双方から、新たな街づくりに取り組む。ハード面では、自然が持つ多様な機能を賢く利用することで、持続可能な社会と経済の発
展に寄与するグリーンインフラ技術の普及に取り組む。また、ソフト面では、緑化・植栽メンテナンスを通し、様々な事業者と連携しながら、賑わい・コミ
ュニティ創出や土地活用に取り組む。例えば、都市部のマンション住民と地方の交流の場づくりを行い、都市農村交流も実践する。今後は、商業施
設も巻き込んだ都市農村交流を行う。 

 

各社へのインタビューを通して分析した結果を次節にとりまとめる。 
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 調査対象企業の取組 

栃木県宇都宮市 
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埼玉県小川町 
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神奈川県横浜市 / 株式会社太陽住建 
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島根県邑南町 
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株式会社大宮産業 / 大宮集落活動センター「みやの里」 
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株式会社 INDETAIL 
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静岡県静岡市 / 静岡鉄道株式会社 
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湘南電力株式会社 / 株式会社 REXEV 
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一般社団法人でんき宇奈月 
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株式会社未来シェア 
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MONET Technologies 株式会社 
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株式会社グラノ 24K 
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豊島株式会社 
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一般社団法人ノオト / 株式会社 NOTE 
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パルセイユ株式会社 / 美容薬理株式会社 
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プラネット・テーブル株式会社 
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株式会社和郷 / 農事組合法人和郷園 
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神戸市港湾局 / 西日本電信電話株式会社（NTT 西日本） 
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小松マテーレ株式会社 
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大建工業株式会社 / 株式会社オロチ 

 

  



 

 

 

6
5
 

 

 

  



 

 

 

6
6
 

フォーアールエナジー株式会社 
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参考 1. 岩手県八幡平市 
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参考 2. 福島県飯舘村 
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参考 3. 曙酒造合資会社 
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参考 4. よい仕事おこしネットワーク 
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参考 5. 東邦レオ株式会社 
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第４章 実現方法 

 

 ビジネスモデルパターン 

 

分析対象の取り組みから、地域循環共生圏の実現に貢献するビジネスモデルを類型化し、以下

の 4 つのパターンとして取り纏めた。 

[1] 地域機能包括提供 

[2] 地域会社向けツール提供（例：Monet Technologies、未来シェアなど） 

[3] 地域資源結合・転換（例：小松マテーレ、横浜市/太陽住建など） 

[4] マッチング＋α（例：プラネット・テーブル、グラノ 24K など） 

 

 

図 16 4 つのビジネスモデル・パターン 

 

それぞれの概要について、以下に記述する。 

  

都市部
（他地域）

地方部

地域(A)
住民

地域(B)
住民

地域A
企業

地域B
企業

１

地域資源
（自然、ヒト・情報）

地域(C)
住民

地域C
企業

機能補ツール提供サービス
（決済・デマンド交通配車等）

全国企業2 4

都市部（他地域）
企業・住民

3地域企業

多種多様な
地域課題解決

のための
サービス

多種多様な
地域課題解決

のための
サービス

多種多様な
地域課題解決

のための
サービス

商品・サービス

全国企業

マッチング＋α機能
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 [1] 地域機能包括提供（例：邑南町、宇都宮市など） 

地域に密着した企業が様々なサービス・機能をまとめて提供、同じヒトやモノが複数の役割を

果たす（一物多役）ことで効率的な運営を実現することでコストを削減し、ビジネスとして成立

させる。「中山間地域型」、「地方都市型」のようなパターンがある。 

 

 

図 17 地域機能包括提供 

 

[2] 地域会社向けツール提供（例：Monet Technologies、未来シェアなど） 

上記のような「地域機能包括提供」を行う会社に対して、「配車・予約」、「地域通貨」など様々

な機能を実現するツールを提供、その運営を後方支援する。全国展開することで対価を最小化し、

地域会社と win-win の関係を実現する。「特定ツール特化型」、「プラットフォーム型（多様なツー

ルの提供）」のようなパターンがある。 

 

図 18 地域会社向けツール提供 

 

  

口羽をてごぉする会
• LLPの地域マネージャーや従業員計3名が、複数の役割を担当

（個々の事業で1名ずつ雇用するのは難しいが、複数事業を数名で運営することで成立）
• 地域住民が、有償ボランティアとしてドライバーや草刈・除雪等の作業員として協力

(a) 中山間地域型 例：邑南町

• 通院・買い物など、地域住民の困りごとを解決するサービスを提供する。ま
た、地域資源を商品・サービスに仕立てて、地域外からの収入を獲得する。

• 少ない人員と施設を複数の事業で活用することで、個々の事業の規模が
小さくてもビジネスとして成立させる。また、それらの活動をとおして住民と
密接なコミュニケーションを取るので、新しいサービスの発案や提供が円滑
になる。

(b) 地方都市型 例：宇都宮市

• 「エネルギー」や「交通」など多様なインフラサービスを提供する。

• エネルギーなど一部のサービスから得る利益を活用して、利益の出にくい
サービスを賄い、ビジネスとして成立させる。また、それぞれから得る情報を
集約・活用することで、サービス品質を向上させる。

地域住民

地域課題解決会社

地域住民

利益

データ

・・・LRT
トランジットセンター

（ラストワンマイル交通等）
地域新電力

電力 移動
地域自治関連事業

(従業員3名が1/3の時間投入
+有償ボランティア数名)

農業関連事業
(従業員3名が1/3の時間投入)

日常生活関連事業
(従業員3名が1/3の時間投入
+有償ボランティア：デマンド

交通ドライバー登録は約30名)

専従 専従代表(兼務)
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[3] 地域資源結合・転換（例：小松マテーレ、横浜市/太陽住建など） 

地域資源を発掘、ストーリーを追加することで高付加価値な商品・サービスを実現、都市・他

地域に提供する。農産物や空き家等の「モノ」だけでなく、地域の協力者や地場産業に眠るノウ

ハウなど「ヒト」の資源も活用する。「モノ」「ヒト」「自然」「カネ」といった属性の異なる資源の

組み合わせ、それぞれの中でも複数の組み合わせを実現することで、高い価値を生み出すことが

できる。 

 

 

図 19 地域資源結合・転換 

 

[4] マッチング＋α（例：プラネット・テーブル、グラノ 24K など） 

地域資源と都市部の企業・住民を結び付ける。単にマッチングするだけでなく、「集荷・配送の

手間削減」や「販売・調達の安定性確保」など地域・都市の主体が求める機能を提供することで、

地域資源の価値を最大化する。提供機能としては、業界によって異なるが、「集荷・配送」、「診断・

最適運用」など様々なものが考えられる。 

 

 

図 20 マッチング＋α 

 

  

(a) 属性の異なるものの結合 例：小松マテーレ など

• 「モノ」「ヒト」「自然」「カネ」といった属性の異なる地域資源を組み合わせ
ることで、新しい価値を生み出すことができる。

(b) 複数の要素の組み合わせ 例：太陽住建 など

• 同じ属性の中でも複数の要素を組み合わせることで、新しい価値を生み
出すことができる。

モノ

自社工場
排水汚泥

ヒト

地元九谷焼
職人ノウハウ

自然

地元土壌の
珪藻土

＋ ＋小松マテーレ

ノオト

モノ

歴史的建造物
空き家

ヒト

運営に協力する
地元住民

自然

美しい山々など
の景観

＋ ＋

ヒト

地域企業

ヒト

NPO

ヒト

学校
＋ ＋太陽住建

豊島

モノ

食品
廃棄物

モノ

ブランド力ある
アパレル

モノ

八丁味噌など
名産品知名度

＋ ＋

(a) マッチング＋集荷・配送機能 例：プラネット・テーブル など

• 自社/他社、企業/地域住民のリソースを適材適所で使い分けて高効
率・高品質の集荷・配送を実現する。
※事例は未実現/将来想定されるものを含む

(b) マッチング＋診断・最適運用型 例：フォーアールエナジー など

• 専門知識/強みを活かして、運用まで代行することでマッチングを実現
※事例は未実現/将来想定されるものを含む

中山間
地域

都市部
幹線輸送は
既存事業者を利用

• 配送機能を自前で整備
高品質のサービスを提供

• 地域人材の協力を得て
高効率の集荷を実現

• 使用済み製品を診断、ユーザー特性にあわせて最適配置
• 難しい運転（場合によって投資）もユーザーに代わって実施
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 成功要因 

 

企業や自治体といった事業主体の取り組み内容を分析した結果、地域循環共生圏の実現に資す

る事業を前進させている主体には、幾つかの共通する要因が見られた。その中には、どの業界に

も共通するものもあれば、地域循環共生圏の実現に貢献するビジネスにおいて、特に求められる

と考えられるものもある。まず後者について以下に紹介する。その後に前者を含む項目一覧を紹

介する。 

 

主な成功要因 

まず、「①構想・企画」の段階では、「モノだけでなくヒトの地域資源活用」が挙げられる。単に

農産物や歴史的建造物等の地域資源を利用するのではなく、「繋がり」や「ノウハウ」などヒトに

関する地域資源を組み合わせることで、複数の企業がその取り組みを前に進めている。 

次に、「②事業化」の段階では、「サービス立ち上げ期の川下確保」が挙げられる。事業が安定

するまでパートナーと一緒に/自ら事業主体になって、資源と資金の流れを作ることで、複数の企

業がその取り組みを前に進めている。 

更に、「③事業・サービスの拡大」の段階では、「多様な事業を円滑に運営するための事業体組

成」が挙げられる。地域の利益のための事業を、円滑・速やかに意思決定して実行する事業体を

組成、“地域マネージャー”が核になって運営することで、複数の企業がその取り組みを前に進め

ている。 

 

図 21 成功要因概要 

 

上図で、①②③各段階における一部企業例を抜粋して紹介しているが、それぞれについて、次

頁以降で簡単に紹介する。 
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① 「計画の立案」段階 

単に農産物や歴史的建造物等の地域資源を利用するのではなく、「繋がり」や「ノウハウ」な

どヒトに関する地域資源を組み合わせる。 

 

図 22 ① 「計画の立案」段階の成功要因 

 

② 「個々の事業の立ち上げ」段階 

事業が安定するまでパートナーと一緒に/自らが事業主体になって、資源と資金の流れを作る。 

 

図 23 ② 「個々の事業の立ち上げ」段階の成功要因 

  

• 一定期間にわたって確実に期待できる需要を創り出すことで投資を促進、
事業として成立させる。

• 例えば小川町では、地域内外の企業や消費者と連携、定期・定量を購入する
仕組みを構築、生産者が安心して有機農業に取り組む環境が構築されている。

手法（a）地元と連携した定期・定量購入の枠組み

• コンセプトレベルでサービスを提示して顧客と契約、地域からの調達は季節変動
・豊作/不作・余剰/不足にあわせて対応可能で、資源を最大限利用できる。

• 例えばビオホテルは、ホテルやレストラン等の認証制度を構築、オーガニックで
ブランド化して安定需要を生み出すことで、地域に有機品生産を促している。

手法（b）ひとまとめで提供するサービスメニュー

• 新サービスの立ち上げ当初は、パートナ―と連携しつつ自らサービスを手掛けて
価値を証明、その後、機能補完を求める地域企業に対してサービス提供する
事業を拡大すると予想される。

• 例えばMONETは、MONETコンソーシアムを立ち上げ、様々な分野の企業や
自治体と連携して、「医療×MaaS」といったテーマのサービス開発を実施している。

手法（c）自ら“川下”を手掛けて実績づくり・価値証明

小川町
有機農業
生産者

契約者

都市企業

地元企業

季節に応じた野菜の定期便（TEIKEI）

有機米

大豆全量買取

従業員

消費者
高価格豆腐・直販

給与天引支給

消費者

オーガニック
で

ブランド化

将来（見通し）サービス立ち上げ期

エンドユーザー エンドユーザー

MONET ＋ パートナー企業
地域企業

MONET

ビオホテル

ホテル

レストラン 等

認証

有機品
生産

働きかけ
有機食品

有機素材日用品 等 調達
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③ 「地域循環共生圏の醸成」段階 

地域の利益のための事業を、円滑・速やかに 意思決定して実行する事業体を組成、“地域マ

ネージャー”を核に運営する。 

 

図 24 ③ 「地域循環共生圏の醸成」段階の成功要因 

 

 

• 収益事業の実施や投資をスピーディーに意思決定するため、
地域の協議会や自治会とは別の法人を立ち上げる。

• 例えば邑南町では、各地区が住民出資による事業会社を設立、
住民・役場・地域マネージャーが連携して機動的に事業を実施している。

手法（a）地域運営会社と地域マネージャーの確立

• 地元経済の活性化が本業の利益になる企業が連携して事業会社を設立、
民間企業の強みである意思決定の速さやマネジメント力を活かして事業を推進。

• 例えば湘南電力は、小田原の都市ガス会社・LPガス会社・設備工事会社、等
が共同出資して発足。湘南電力の株主である在京ベンチャーのメンバーが
独立して設立した小田原市のベンチャーREXEVと連携して新規領域にも取り組む。

手法（b）地元活性化が本業の利益になる企業同士で事業体組成

• 地域向け活動で蓄積したノウハウを他地域展開する事業会社を設立。
地域外からの収益も得て、持続可能な取り組みを実現。

• たとえば宇都宮市は、地元資源の活用のために開発した冷熱エネルギー利用
システムを全国に提供する事業会社を民間企業と連携して設立。

手法（c）地域外でも稼ぐ事業体の設立

事業会社 （地域マネージャーを核にした運営）

地区協議会・自治会

住民

事業① 事業② 事業③ 事業④

湘南電力 (地元企業経営者による運営)

地元企業
①

地元企業
②

地元企業
③

在京
ベンチャー

出資

REXEV

出資

連携

OHYA UNDERGROUND ENERGY
株主：クラフトワーク（宇都宮市）等

地元地域 他地域

サービス提供 対価 サービス提供 対価

メンバー
独立
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成功要因詳細と事例 

 

第 3 章「取り組み事例」の中で紹介した各社の「ポイント」のうち、代表的なものを抜粋し、その内容にあわせて分類すると下表のようになる

（複数の要素が含まれるものや更に詳細に分類すると異なるものも、分析のためにいずれかに分類した。また、同じ分類に該当するものが多数あ

る場合は、一部の事例のみを抜粋した）。 

表 2 成功要因詳細と事例 

項目 大分類 小分類 説明 

(1)  
事業モデル 

(1-1)  
サービス立ち上げ期の 
川下確保 

(a)  
地元と連携した 
定期・定量購入の枠組み 

地域の加工・販売企業や消費者と繋がる「地域内循環のまちづくり」という地域ブランドが定着した。生産者にとって
は、安心して有機農業実践に向けた投資・活動を行えるようになった。 

オロチが継続的に安定価格で木材買取を行うことを宣言したので、林業事業者が投資や技術修練を実施でき、コ
ストを削減できた。 

和郷は、組合員農家から求められればできる限り全量を買い取り、在庫リスクを引き受けている。冷凍工場を建設
し、旬の野菜を加工、保存し出荷時期をスライドさせることで付加価値を高め、リスクを低減。通常は販売できない
規格外野菜もカット野菜として販売することで、経営をより安定させている。 

(b)  
ひとまとめで提供する 
サービスメニュー 

ビュッフェスタイルのレストランを持ち、その他にも結婚式場など多様な食材利用の場がある。シェフが生産者と一緒
に、地域の食材の状況を見ながら検討、メニューを発想・開発することで、季節に応じた地元からの安定調達を実現
している。 

ビオホテルは、オーガニックでブランド化して安定需要を創出、 様々な地域の有機品を地域の事業にあわせて調達
する体制を構築している。地域からの調達は季節変動・豊作/不作・余剰/不足にあわせて対応可能で、資源を最
大限利用できる。 

(c)  
自ら“川下”を手掛けて 
実績づくり・価値証明 

新しいサービスを立ち上げる際には、ビジネスモデルの有用性の証明やノウハウ蓄積のために自らがサービス主体とな
る。 

地域のニーズを吸い上げつつ、多様な主体を巻き込んでマッチングを推進、新たなサービス開発に繋げる。また、デー
タ活用により、地域の課題解決に取り組む。 

(1-2)  
バリューチェーン拡大 
による高付加価値化 

(a)  
「困りごと」からバリュー 
チェーンポジション選択 

生産者と購入者を仲介するだけでは後発企業との差別化が困難と判断、生産者にとっての困りごとであった集荷や
購入者に対する差別化要素になる配送の機能を内製することにした。 

(b)  
周辺価値を取り込んで 
高付加価値化 

地元農産物を化粧品にしたり、農園で栽培・収穫体験をサービス化したり、食と組み合わせるなどして、生産者の利
益となるポイントを増加・安定化する仕組みを構築、農業との連携を加速する。 

(1-3)  
早期立上を優先して 
いまできるサービスに 
集中 

(a)  
現在の制度にあわせたサービス 

現段階で規制は多いが、地域では交通手段が求められている。そこで、現行制度でも事業化可能なスキームを選ん
だ。 

(b)  
地域住民の実情に 
あわせたサービス 

他社のパッケージ化された配車システムは過疎地の実情に合わないと考え、システムを独自開発した。スマホ利用に
慣れていない高齢者が多いことから、利用者は電話で乗車申込を行い、電話の応答や配車は無人で行うシステム
を実現した。 
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項目 大分類 小分類 説明 

(1-4)  
戦略的なターゲット 
絞り込み 

(a)  
中長期シナリオからの逆算 

製品を発売する段階から、その 5~10 年後に何が起こるかを想定して必要機能を洗い出し、他社に先駆けて事業
を構想した。 

アーリーアダプターに対応して情報を獲得、他社に先駆けてサービス/機能を作りこむことで、その後に到来するマジョリ
ティ向けのサービスで事業規模を拡大、収益を確保することができる。 

用途開発には外部企業との連携が求められるケースが多い。ターゲットを増やしすぎるとリソースが不足しどれも成功
しなくなってしまうので、得意とする顧客層や横展開可能なテーマに集中する。 

(b)  
地場事業者とバッティングしにくい 
ハイエンドフォーカス 

高単価路線により、事業採算性を担保。既存事業者とは競合しない価格設定かつ宿泊稼働率が抑えられるため、
地域の既存産業や住民への影響は抑えながら、高い価値を創出している。 

(2)  
パートナー 

(2-1)  
ハブになるパートナー確保 

自治体と連携することで速やかに多くのステイクホルダーとの連携を実現した。 重要なのは直接的なコミュニケーション
であり、ソフトバンクが持つリレーションを通して、積極的に地域へ足を運んだ。 

機械化組合の理解・連携によって、有機農業に取り組む農家が急速の増加した。地域全体で変革を起こしてゆくに
は、こうした地域農家のキーマンとの連携が大きな意味を持つ。 

学識経験者への助言を求めることが多く、これらをハブにしたネットワークが形成されている。MaaS・モビリティ分野の
専門家にアプローチし、事業計画策定・実行等の面で助言をもらっている。 

横浜市のリビングラボは、地元企業・団体が活動の中核になっている。日常的・長年に亘って顔が見える関係を構築
している地域の主体のほうが、地域の主体同士の調整や関係作りを円滑に実施できるという判断に基づいている。
大企業には事業化やファシリテーションのノウハウやリソースが豊富にあることから、取り組みを拡大する際の重要なパ
ートナーとしての win-win の関係を構築している。 

(2-2)  
「皆で一緒に」ではなく「本気の相手に集中」 

どういった企画でも、賛同/反対両グループが生まれると認識。全ての人を最初から無理に巻き込もうとせず、取り組
みを発信してそれに対して賛同する人に絞って連携、活動を開始した。 

首長などが旗振り役となることで、地域の多様なステイクホルダーを巻き込むことができる。そうした地域にリソースを集
中することが重要。 

(3)  
プロセス 
・ルール 

(3-1)  
地域資源起点のサービス設計 

地域のお金・人の流れや地域に眠っている資源を正確に把握することで、課題抽出と短期・中長期の打ち手を策定
した。 

(3-2)  
価値の見える化 

(a)  
目に見える形にする 
仕組み構築 

実証実験や活用実績を積み重ね、事業者・利用者への理解に努めた。「よく分からないもの」に対する不安を、体
験の提供を通して解消できた。 

QR コードを通した情報提供や植樹などのイベントを通して、消費者が「イメージ」だけでなく「実際に目にする」ことがで
きるようにして、購買意欲や満足度を高めている。 

(b)  
第三者の声の活用 

銀行借入をはじめとした資金調達が成功したのは、政府から実証事業に採択されたことによる信頼性の向上が大き
な役割を果たしている。 

NTT 西日本グループでは、福岡市等で LPWA の実証整備を進めており、その取り組みを積極的に情報発信してき
た。一般に自治体は、「先進事例がある」という点が意思決定に大きな意味を持つ。NTT 西日本は包括連携協定
を様々な地域と結んでおり、様々な紹介資料を蓄積、勉強会などに活用できる体制を構築していた。 

(c)  
ユーザー同士が情報共有 
（口コミ）する場の創出 

“自治体”・“スタートアップ”など様々なテーマで定期的なワークショップを開催、情報収集を行いつつ、多様な主体を
巻き込んでマッチングを推進、新たなサービス開発に繋げる。 

新規の取り組みは自治体・事業者側の不安も大きい。経験のある自治体同士で情報連携してもらえると、取り組
みの広がりも早い。 

(3-3)  
地域内外で 
切磋琢磨する場の創出 

(a)  
会議体の設立 

毎月 7 日に開催する、住民も企業も外部からの参加者も、誰でも参加できる懇親会「七の会」を設けている、ここで
住民の本音や外から来た人の新しいアイディアを聞いている。たとえば、宇奈月温泉の魅力発信に向けて、宇奈月ダ
ムの展望台で期間限定のカフェをオープンする「ダムカフェ」というアイディアが出て、それが実現に至った。 
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項目 大分類 小分類 説明 

年に 2 度、全地区が集まって、それぞれの取り組みを紹介しあう場を設けている。知見の共有や、刺激しあうといった
効果がある。また、この場には、地区の代表者だけでなく一般住民も参加でき、自らの地区や他の地区の取り組みに
ついて見聞きし、それを自身の地区内での議論に反映する。 

(b)  
コミュニケーションツールの導入 

社内 SNS 等を活用し、コミュニケーションを活性化することで新しいサービスや事業のアイディア出しや成功した取り組
みの横展開を促す。 

(3-4)  
地域自立のための補助制度 

静岡市は、小規模多機能自治の専門家として河北秀人氏を講師として招聘、「地域デザインカレッジ」という取り組
みを行い、地域の担い手・人材育成に取り組んでいる。上記デマンドバス事業化のリーダーシップを取ったのも、地域
デザインカレッジの卒業生である。 

町が地区組織の運営や各種事業のマネジメント業務を担う地域マネージャーに対する補助を行うことで、計画倒れ
にならず様々な事業を実践に移している。 

(4)  
組織 
 

(4-1)  
旗振り役としての地元盟主企業の存在 

実際のサービス運営を担い、かつ、長年に亘って市と連携してきた静岡鉄道が問題提起して市を巻き込んだことで、
その後の様々な主体の巻き込みを実現。 

宇都宮ライトレール株式会社は、宇都宮市・芳賀町（軌道整備事業者）に加えてバス会社や金融機関など地元
企業が出資して設立。 

(4-2)  
多様な事業を円滑に 
運営するための 
事業体組成 

(a)  
地域運営会社と 
地域マネージャーの確立 

地域運営会社が自主事業で資金を蓄積、様々な地域課題への取り組みを柔軟・速やかに意思決定・実施する耐
性を構築している。 

(b)  
地元活性化が本業の 
利益になる企業同士で 
事業体組成 

地元経済振興が本業のメリットになる地元企業の若手経営者が経営層となり、自治体はサポート役の立場を取る
ことで、スピーディかつ中長期的な地元の利益になる取り組みを優先した意思決定を行う。 

オロチの株主には約 400 名の地元山林所有者が名を連ねている。所有者は、林業事業者に、伐採した木材をオロ
チに供給するように依頼することができる。 

(c)  
地域外でも稼ぐ事業体の設立 

中長期目線で地域に取り組みを継続するためには資金や人材が必要。その獲得のために、他地域にも展開する事
業を組織化して拡大、そこで得られる収益を地域活動の原資とした。 

(4-3)  
意思決定権限・役割分担が明確な組織設計 

取締役会とは別に、住民で構成されるアドバイザー会議を設置。住民の利用ニーズを聞き取って地域に寄り添ったサ
ービスを把握する。取締役会では、少人数でスピーディな意思決定を行う。 

地域の全主体を集めた協議会による合議形式は採用しない。 ビークルの運営を担う主体性ある数名のチームが地
域の各主体 のキーマンと繋がり、巻き込みながら意思決定するスタイルを採る。 

(5)  
リソース 

(5-1)  
地域課題解決に取り組むキーマンの存在 

地域で想いを持って中長期的に課題解決に取り組む人が存在するか否かが、懸念や計画倒れに終わるが、課題解
決に資する事業が実行されるかを左右する。 

(5-2)  
モノだけでなくヒトの 
地域資源活用 

(a)  
地場産業のノウハウを 
活用した商品・サービス 

グリーンビズの開発には、地元で九谷焼の専門家に相談・連携し、開発を進めた。また、地元から採れる珪藻土を活
用した。 

大谷地区の観光の目玉となった「地底湖クルージング」のアイディアの出所は地元の設計事務所。こうした地元企業
との対話が新しい取り組みを生んだ。 

(b)  
住民が空き時間に 
協力する事業モデル 

地域からモノを集める機能は、袋詰めをせずコンテナに直接入れてもらうことで費用を削減したローコストオペレーション
を実現したことにより、事業として成立させている。 

地域住民は平日は農業など自身の仕事に従事し、土日に宿泊施設の運営に参画している。 

(c)  
地域との繋がりを 
活かした「集まること」の 
価値創出 

地域の様々な主体が集まること、参加企業にとってプロモーションになること、新しいアイディアが生まれること、賃金で
はない価値に共感して動く人達が事業活動に協力してくれることなどは、経済的な価値を持つ。これを顕在化するス
キームを構築することで、事業として成立し、持続可能な取り組みにする。 
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 (TOPIX) 地域課題解決に取り組む「キーマン」に関する成功要因 

 

地域で熱い想いを持って中長期目線で課題解決に取り組むキーマンの存在が成否を分ける。地

域循環共生圏で必要なキーマンは、「スーパーマン」でなく、多種多様な主体を巻き込める人物で

ある。そのための工夫が存在しており、それらは多くの地域で実践可能なものである。 

 

図 25 地域課題解決に取り組む「キーマン」に関する成功要因 

 

 

TOPIX 地域循環共生圏の規模・階層構造（例） 

 

地域循環共生圏の形成には、地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な規模の循環圏を形

成することが重要である。 

 

図 26 地域循環共生圏の規模・階層構造（例） 

 

  

① 自治体・JA等の人材の巻き込み

② アイディアを集める場の開催

③ 運営主体の使い分け

• 地域課題を解決する事業体には、多数・小規模な事業の効
率的な運営や合意形成に関する独特のノウハウが必要。

• そこで、自治体やJA支店など地域に根差した組織を運営し
た経験のある人物のノウハウを活用する。
（例：邑南町「口羽をてごぉする会」）

• 問題意識は持っていても、自分だけでアイディア出しする
のは限界がある。

• そこで、多様な主体と気軽に議論できる場を持ち、大学教
授や他地域で特徴ある事業に取り組む人物を呼び込む。
（例：でんき宇奈月「七の会」）

• 地域のための取り組みの仲間作りにあたっては、社団法人
など利益を追求しない組織のほうが上手くゆくことがある。

• そこで、こうした組織で取り組みの核を作り、後日、営利
事業として他地域含めた本格展開することで、持続可能な
ものにする。
（例：宇都宮市「OHYA UNDERGROUND ENERGY」）

「キーマン」に関する成功要因

大学等
（地域外）

企業等

社団法人等

自治体等

島根県邑南町 埼玉県小川町

コミュニティ
レベル

地域で循環可能な資源は
なるべく地域で循環

市町村
連携レベル

広域での循環が
効率的なものについては
地域間で連携を図りつつ

適正な規模の「循環の環」
を形成

ブロック圏
レベル

「循環の環」が
重層的に形成

自らの地区の戦略を策定して事業を発足

• 概ね公民館単位で幾つかの集落が集まって「地区」を形成、
自らの地区の課題を分析し、「地区別戦略」を策定している。

• 例えば口羽地区では、地域のための収益事業を実施する主
体としてLLP「口羽をてごぉする会」を発足させた。「住民のた
めの草刈・除雪や町施設指定管理業務等の地域自治関
係事業」、「ふるさと米販売等の農業関係事業」、「新聞配
達やデマンド交通等の日常生活関係事業」を手掛けている。

霜里農場および周辺家庭との連携

• 霜里農場では、太陽光発電やウッドボイラーを活用し、農産
物の生産にあたり必要となるエネルギーの自給に取り組む。

• さらに、霜里農場では、周辺家庭で発生する食品廃棄物も
資源として活用。周辺家庭の住民に農場へ廃棄物を持ち
込んでもらい、農場内で発生する食品廃棄物や家畜ふんと
合わせて肥料化して堆肥として活用したり、廃食油はVDF
化してトラクター等のエネルギーとして活用している。

全12地区が情報共有して取り組みを高度化

• 年に2度、全地区が集まって、それぞれの取り組みを紹介しあ
う場「ちくせん」を設けている。代表者だけでなく一般住民も
参加でき、また、Facebookなどで情報発信しているので、
住民の誰もがその内容を見ることができる。ここで見聞きした
内容を、自地区内の次の取り組みに反映できる。

• デマンド交通など一部事業は複数地区が連携して運営され
ており、今後は、より多くの事業で連携しようとしている。

周辺企業や小川町役場との連携

• 町内の晴雲酒造や隣町のとうふ工房わたなべと連携、町内
で生産された有機米を活かした商品作りに取り組む。発生す
る廃棄物は、地域内畜産農家にえさ等として提供される。

• 霜里農場周辺だけでなく、町役場やNPOらと連携し、地域
内循環に取り組まれている。町内に回収拠点を設け家庭か
ら廃食油を回収し、VDF化して町の公共車両のエネルギーと
して活用することが検討されている。

「ふるさと米」等をとおして都市と資金循環

• 年間契約30kg/12,000円（送料込）で地元出身者に
地域で取れた米を精米・販売している。農家からは相場より
高い30kg/8,000円で買い上げることで、地域の農家の所
得向上に貢献する。

• 邑南町全体としては「A級グルメのまち」を掲げてブランディン
グし、地域外への農畜産物販売や地域へのヒトの呼び込み
に取り組む。

さいたま市の企業との連携
• さいたま市のリフォーム会社OKUTAは、霜里農場が指導す

る4軒の有機農家から有機米を一括前払いで購入し、賛同
する社員に給料天引きで有機米を提供する。

• ①全量買い取り、②即金現金支払、③再生産可能な価格
という「提携三原則」に基づき協定を締結、他地域の住民が
小川町の有機農場を継続的に支える仕組みが形作られて
いる。
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第５章 阻害要因及び振興方策 

 

 阻害要因 

 

地域循環共生圏の実現に向けて、新しい商品・サービスの開発に取り組む事業主体は、様々な

課題に直面する。既にその一部を乗り越えた主体も存在するが、そうした主体でも、現在も事業

化に向けた複数の阻害要因に直面している。また、今後多くの地域で循環共生圏が形成される過

程でも、多くの主体が同様の阻害要因に直面する。ここでは、事業主体が直面する代表的な阻害

要因を取り纏めるとともに、阻害要因克服にあたって想定される政府による支援策について検討

する。 

 

 

図 27 阻害要因と支援策：全体像 

大項目 中項目 小項目

(1) 
規制・制度

(1-1) 
業法が新しい商品・サービスに対応できない

(a) 禁止されている事項が多い

(b) ルール・ガイドラインが未整備

(1-2) 
事業を手掛けることに対する障壁が高い

(a) 複数事業に跨る事業認可を得るためのハードルが高い

(b) 個人が「サービス提供者」になることのハードルが高い

(c) 資源利用のための認証条件が厳しい

(1-3) 
政府・自治体対応の負荷が大きい

(a) 個別自治体対応の負荷が大きい

(b) 省庁別対応の負荷が大きい

(1-4) 
行政資金を活用しにくい

(a) マルチタスクの用途に使えない

(b) 補助・入札制度が既存品有利

(2) 
リソース

(2-1) 
新サービス向けのリスクマネーを調達できない

(2-2) 
情報発信の場が無い

(2-3) 
体力が無いので専門家を抱えられない

(2-4) 
共有・継承のための活動に手が回らない

(3) 
合意形成

(3-1) 
旗振り役がいない

(3-2) 
認識が一致しない

(a) 長期的に目指すこと・指標が明確になっていない

(b) 利害認識が合致しない

(3-3) 
認知/スキルが不足している

(a) 新しいモノに対する認知が足りない

(b) ITリテラシーが不足している
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前述の項目の具体的な内容を記述する。なお、表中の「詳細」で記述している内容は、様々な取り組みを実施しようとしている事業者の見解であ

る。主要なものについては、現在の規制の状況等と併せて、後段で紹介する。 

 

表 3 阻害要因：詳細 

大分類 中分類 小分類 詳細 

(1)  
規制・制度 

(1-1)  
業法が新しい 
商品・サービスに 
対応できない 

(a) 禁止されている
事項が多い 

[2_タクシー相乗りに関する規制] 
タクシー事業では「相乗り」が許可されていない。 
※現在、規制緩和の検討が進められている（後述） 

EV シェアサービスに対するニーズの中で最も大きいもののひとつと言われる「車の乗り捨て」は、通称「車庫法（自動車の
保管場所の確保等に関する法律）」により、車両の保管場所を使用の本拠の位置から 2 キロメートル以内に設置する
ことが求められているため、実現のハードルが高い。 

[1-1_自家用有償（うち公共交通空白地有償運送）における制約] 
NPO が「公共交通空白地有償運送」の認定を受けてデマンド交通を手掛けているが、①「地域公共交通会議」で“空
白地”として認定された地区以外への乗り入れができない、②“空白地”の住民または親族であり、かつ、利用者として登
録した人物しか利用できない、③本事業としての活動の中ではモノを運搬して対価を得ることができない、などが規制があ
る。毎朝のドライバー点呼など、一般のタクシー事業者に求められる業務も義務づけられており、NPO が運営するには負
担が大きい。 
※現在、規制緩和の検討が進められている（後述） 

(b) ルール・ガイドライ
ンが未整備 

マルチタスクやシェアを伴うサービスでは、事故などが発生した場合の責任の所在が不明瞭になるケースがある。このリスク
のために実施に踏み切れない。 

[4_データ利用の心理的障壁] 
移動や購買に関するデータは世の中に存在するが、プライバシー保護を求める消費者から、データの活用についての理解
を得られない。 

(1-2)  
事業を手掛けることに 
対する障壁が高い 

(a) 複数事業に跨る
事業認可を得るため
のハードルが高い 

法律が各分野のシングルタスクを前提としている。 

バスにはバス事業、タクシーにはタクシー事業に関する法律がある。ひとつの車両をニーズにあわせて両業態で運営するこ
とができない。 

(b) 個人が「サービス
提供者」になることの
ハードルが高い 

[1-1_自家用車の商業利用に関する規制] 
自家用車を商業サービスで利用することができない。 
※地域の関係者による協議を経た上で、道路運送法の登録を受け、必要な安全上の措置が講じられた「自家用有償
旅客運送」の認定を受ければ自家用車を用いることができる。また、更なる規制緩和の検討が進められている（後述） 

NPO に属する個人が運転を担う、といった場合に、自家用車向けの保険で賄う必要がある、免許の取得・更新が発生
する、といった負担が生じる。 

(c) 資源利用のため
の認証条件が厳しい 

水利権の獲得や保安林制度で指定されている地域での再生可能エネルギー利用にあたっては、長期間に渡る調査や
各種文書の準備などの負担が発生する。 
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大分類 中分類 小分類 詳細 
 

(1-3)  
政府・自治体対応の 
負荷が大きい 

(a) 個別自治体対
応の負荷が大きい 

計画策定段階で負荷が大きかったのは県の機関との協議。事業を横展開しようとすると、同じ負荷が都道府県ごとに発
生する。 

自治体単位の個別申請が必要であることが、多くの地域に展開する際の障壁となる。 

地域によって条例が異なり、都度勉強する手間がかかる。また、会社を各地で立ち上げるも、各種手続きが発生しその
分リソースが必要となる。 

(b) 省庁別対応の負
荷が大きい 

中山間地域では、どの省庁・分野のテーマも同じ人・組織が対応する。そうした人・組織が各省庁から同じような手続き
を求められる。負荷が大きい。 

(1-4)  
行政資金を 
活用しにくい 

(a) マルチタスクの用
途に使えない 

自治体に財源があっても用途が限られて使えない場合がある。例えば医療用の財源は医療施設にしか使えず、車両向
けに活用できない。 

各種補助金や自治体資金の用途制約により、ニーズに答えることが難しい。 

(b) 補助・入札制度
が既存品有利 

入札で「実績」が求められるが、立ち上げ直後の商品・サービスには実績が無いので導入が進まない。公的機関の入札
の際に使用する「仕様書雛形」が存在しているので、担当者は簡単に変更できない。 

役所は公平性を保つために全国的にコンペを行い、その結果他地域企業が採用されたりする。運送も無駄になるうえ、
地域にお金が落ちない。 

(2)  
リソース 

(2-1)  
新サービス向けのリスクマネーを調達できない 

取り組み初期の資金調達のハードルが高い。事業性の低さから銀行から融資を受けるのにも苦労する。 

アプリケーションを 1 件開発するのにも数千万円から数億円のコストが掛かる。横展開が見えていないアプリケーションに対
しては開発投資を行いにくい。 

バイオマスについては、収益性は見通せているが。初期投資資金が無い。地元金融機関に相談しているが、現段階では
前に進んでいない。 

(2-2)  
情報発信の場が無い 

限られた予算制約の中で効果的な広報活動を行う資金もノウハウも無い。 

地域の主体は情報発信の場を欠くことが多い。良い技術を持っていても、他者に知られる機会が少ないのでパートナーを
得られず事業化に繋がりにくかったり、事業機会を逸していたりする。 

(2-3)  
体力が無いので専門家を抱えられない 

様々な規制・制度の変化が激しいが、自治体が自前で専門家を保有できる訳ではないので、変化の影響を解釈でき
ず、事業化の際の障壁となる。 

色々なアドバイザー制度があるが、誰に選定するかは難しい。専門ではあっても、地域のボランティア的な取り組みに対し
て合わせられるかは分からない。アドバイザーをリストにプールする余裕はない。 

地域で定めた計画や事業を実現してゆくには、「専門性を持つ人材」が「専従」することが望ましいが、適任者が見つから
ない。 

(2-4)  
共有・継承のための活動に手が回らない 

各地域のノウハウがそれぞれの地域内では蓄積されているものの、目に見える形で共有されていない。予算が十分でない
ので、目に見える形にするための活動を実施できない。 

地域で中心となってきている人が高齢化。10 年たてば 10 歳年をとっている。今までの取組を次世代に繋げることが課
題だと感じている。しかし、地域の主体はリソース不足に悩むものが多く、ノウハウを文章にして見える化したり、マニュアル
化したりする余裕を欠くことが多い。 
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大分類 中分類 小分類 詳細 

(3)  
合意形成 

(3-1)  
旗振り役がいない 

地元のステークホルダーとの合意形成を求められるが、自治体で旗振りする人がいないことも、その進捗を滞らせる理由の
ひとつ。 

(3-2)  
認識が一致しない 

(a) 長期的に目指す
こと・指標が明確にな
っていない 

交通事業で黒字化するのか他事業で黒字化すれば良いのか、事業が赤字でもサービス水準が向上すれば良いのか、不
明瞭なので打ち手が決まらない。 

(b) 利害認識が合致
しない 

マルチタスクやオンデマンドを進める際の事業者の理解が不足する。関係者の巻き込みや合意形成に大きな負荷がかか
る。 

(3-3)  
認知/スキルが 
不足している 

(a) 新しいモノに対す
る認知が足りない 

モビリティシェアサービスで、EV とガソリン車の両方が選択肢にある際、一般消費者は EV の航続距離や故障時対応方
法を知らないために利用に不安を持ち、ガソリン車を選ぶことが多い。 

(b) IT リテラシーが不
足している 

アプリを利用するほうが業務効率は高いが、困っている地域には高齢者が多く、高齢者はスマートフォンアプリを使いこなせ
ない。 
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規制に関連する阻害要因の概況（2020 年 2 月末時点）や、そうした阻害要因が存在する中でも

取り組みを推進する工夫、規制に関する今後の見通しなどを以下に記述する。 

 

(1) 需給のバンドル化に関する制約 

需給のバンドル化とは、人流と人流、物流と物流など、人同士・物同士の様々な移動需要を束

ねることで、利用者（需要）・事業者（供給）の双方にとって効率的な運行を実現するものを指す。

移動需要を束ねることによるドライバー不足の緩和や、無駄な配車を減らすことによる事業者の

収益性向上が期待される。例として、相乗りタクシーや自家用自動車での相乗り、同業者同士の

共同輸送が挙げられる。 

 

図 28 需給のバンドル化に関する概況 

 

 タクシー車両や自家用自動車での相乗り 

 タクシー車両を用いて乗合事業を行うためには、地域公共交通会議における関係者合

意を経たうえで、国の許可を受ける必要がある。他人同士が 1 台のタクシーで一緒に

乗車して運賃を支払う「相乗りタクシー」はこれまで認められなかったが、令和元年

度にルールの整備を図った。 

 また、自家用自動車の相乗りは、交通空白地域において市町村や NPO が実施する自家

用有償旅客運送事業に限定されており、地域公共交通会議等における関係者合意を経

たうえで、国の登録を受ける必要がある。 

 デマンド型乗合タクシーは、利便性が高く効率的な輸送手段として、全国 500 を超え

る市町村で導入されている。特に昨今は、AI を利用して効率的な運行ルートを即時に

決定する AI オンデマンド交通の仕組みを開発する事業者が増加しており、全国での一

層の普及が望まれる。また、自家用有償旅客運送事業は、地方部における公共交通の

代替輸送手段として、全国 400 を超える市町村で導入されている。 

 市町村等が中心になって、既存の公共交通サービスを改善するとともに、これらを含

む地域の輸送資源を必要に応じて総動員する取組を推進するための枠組みの強化や新
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たな事業メニューを盛り込んだ「地域公共交通活性化・再生法」等の改正法案が国会

提出されており、同法の「地域公共交通計画」が全国で策定され、地域主導の取組が

進むことが望まれる。 

 また、同法案では、自家用有償旅客運送事業について、観光利用を主目的とするもの

を可能とするなどの要件緩和が図られることとされており、一層の活用が見込まれる。 

 「MaaS（Mobility as a Service）」は、既存の公共交通サービスのみならず、AI オンデマ

ンド交通やグリーンスローモビリティ等の新たな交通サービスを取り込みながら、マ

ルチモーダルなサービスをワンストップで利用者に提供するものであり、地方部や観

光地など、地域の実情に合わせた取組の拡大が望まれる。 

 

 同業者同士の共同輸送 

 同業者同士の共同輸送に関する規制はないものの、役割分担の明確化など、事業者同

士での合意形成が必要となる。 

 国土交通省により、物流総合効率化法が整備されている。2 事業者が連携した物流効率

化の取り組みを支援する制度で、認定を受ければ税制特例や運行経費等の一部補助等

といった支援を受けることができる。 

 物流分野における人手不足等を踏まえ、生産性の向上に向けて、物流事業者同士の横

の連携に加え、複数荷主の共同配送など、荷主も含めた縦の連携が進むことが期待さ

れており、物流総合効率化法の活用が見込まれる。 
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(2) マルチタスク化に関する規制 

マルチタスク化とは、1 つのモノや拠点が 1 つの役割を担うのではなく、複数の役割を担うよ

うにするものを指す。例えば、1 台のモビリティを複数用途・複数の異業種事業者で使用し、モビ

リティの稼働率を最大化することや、1 つの拠点で複数のサービスを提供する「拠点の多機能化」

等が挙げられる。複数の役割を兼ねることによる人手不足の緩和や、遊休車両・遊休スぺースの

有効活用による事業者の収益性向上が期待される。例として、貨物と人を共同輸送する貨客混載

などが挙げられる。 

現行法では、車両の登録が用途別（トラック／バス／乗用車）となっており、汎用車両の登録

区分がない。また、運転免許が貨物（貨物運送従事者資格）と旅客（第二種運転免許）で分かれて

いるため、貨客混載を行うには双方の免許が必要となる。さらに、事業許可も貨物と旅客で分か

れており、貨客混載には、原則として両方の許可を取得する必要がある。 

貨客混載などのマルチタスク化に関して、地域の生活交通の生産性向上と人手不足下における

物流の維持確保の両方を実現する有効な手段として、今後過疎地域を中心に、既存のバス車両の

改修等による実施が期待される。また、貨客混載に必要な手続をワンストップで行えるようにす

る「地域公共交通活性化・再生法」等の改正法案が国会提出されており、地域主導の取組が進む

ことが望まれる。 

 

 

図 29 マルチタスク化に関する制度概要 
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(3) サービス可動化に関する規制 

サービス可動化とは、主に不動産において提供されている生活サービス機能の一部を、移動可

能なサービスとして提供することで、利用者が求めるサービスを、必要な時に、必要な場所で提

供できるようするというものを指す。これにより、公共交通が少なく移動が困難な人がいる地域

にも各種サービスを提供でき、サービス利用に関する地域間格差の解消が期待される。また、一

時的な利用需要に必要な分だけ対応しやすくなるため、需給に見合ったサービス提供が可能とな

る。例として、移動診療や移動スーパーなどが挙げられる。 

移動販売や移動診療は、現行法でも事業実施が可能である。一方で、事業許可は地域毎の許可

となるため、認められている範囲の地域を超えて営業を行う場合は、各地域で許認可を取得する

必要があるなど、広域移動の想定がなく、手続き的な負担は大きい。例えば、既に該当事業を行

っている人が副業的に移動媒体でのサービスを提供できるよう、車体やシステムの導入支援があ

れば参入障壁が低くなると考えられる。サービス導入・事業運営に関するノウハウの共有やガイ

ドライン作成も有効である。 

 

 

図 30 サービス可動化に関する制度概要 

 

(4) データ利用の心理的障壁 

地域循環共生圏を構築するにあたって、地域に関するデータを取得し、それにあわせて最適な

サービスを提供することが求められるが、前述のとおり、消費者には、データ利用や民間企業へ

の提供についての心理的障壁がある。 

そこで政府は、データ利用に関する環境整備に取り組んでいる。内閣官房の「デジタル市場競

争本部」が、モビリティだけでなく多様な分野で収集・蓄積されるデジタルデータの取扱ルール

やガイドラインを定めようとしている。個人情報保護法の見直しによって、利用を推進しつつ、

デジタル・プラットフォーマーに対する規制を行って、適正な管理を実現しようとしている。 

 



  

91 

 

 

図 31 特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律案の概要(1/2) 

出所）首相官邸・デジタル市場競争会議資料 

 

 

 

図 32 特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律案の概要(2/2) 

出所）首相官邸・デジタル市場競争会議資料 
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 振興方策 

 

阻害要因の克服に貢献し、地域循環共生型社会を構築するためのビジネスの振興に貢献する方

策の案を以下に列挙する。 

 

 

図 33 振興方策案 

 

それぞれの具体的な内容を以下に記述する。 

  

大項目 小項目

(1) 
規制・制度
改革

(1-1) 規制緩和

(1-2) 認可取得の条件緩和と運営支援体制構築

(1-3) 自治体個別対応の要件緩和と協業支援情報整備

(1-4) 財源用途に関する条件緩和

(2) 
ルール・ガイド
ライン整備

(2-1) ルール整備を速やかに行うための体制整備

(2-2) 個人情報の扱いに関するガイドライン整備

(3) 
政府調達・補助
金における配慮

(3-1) 地域への貢献を加点する調達条件制度確立

(3-2) 新しい商品・サービスを想定した支給対象設定

(4)
情報把握・共有
の仕組み構築

(4-1) 地域循環共生圏を実現するための情報の定義

(4-2) プラットフォーム構築と情報蓄積・共有

(5)
リスクマネー供給

(5-1) 開発・投資補助金交付

(5-2) 利子補給・信用保証

(6) 
政府による
需要創出

(6-1) 買い支え

(6-2) 需要創出補助金交付

(6-3) 情報発信支援・マッチング機会提供

(6-4) 政府による「地域循環共生圏」の将来性明示

(6-5) 診断・評価制度の構築

(7) 
組織活動
支援

(7-1) 専門人材派遣

(7-2) 人材マッチング/紹介

(7-3) 相談窓口運営

(7-4) 地域組織運営補助金交付

(7-5) 先進的な取り組みの形式知化と共有

(7-6) 若年層向け気づきの場の創出

(8) 
啓蒙活動

(8-1) 地域循環の価値啓蒙

(8-2) ITリテラシー教育

阻害要因 支援策

大項目 中項目 小項目

(1) 
規制
・制度

(1-1) 
業法が新しい商品・サービス
に対応できない

(a) 禁止されている事項が多い

(b) ルール・ガイドラインが未整備

(1-2) 
事業を手掛けることに
対する障壁が高い

(a) 複数事業に跨る事業認可を得るためのハードルが高い

(b) 個人が「サービス提供者」になることのハードルが高い

(c) 資源利用のための認証条件が厳しい

(1-3) 
政府・自治体対応の
負荷が大きい

(a) 個別自治体対応の負荷が大きい

(b) 省庁別対応の負荷が大きい

(1-4) 
行政資金を活用しにくい

(a) マルチタスクの用途に使えない

(b) 補助・入札制度が既存品有利

(2) 
リソース

(2-1) 
新サービス向けのリスクマネーを調達できない

(2-2) 
情報発信の場が無い

(2-3) 
体力が無いので専門家を抱えられない

(2-4) 
共有・継承のための活動に手が回らない

(3) 
合意
形成

(3-1) 
旗振り役がいない

(3-2) 
認識が一致しない

(a) 長期的に目指すこと・指標が明確になっていない

(b) 利害認識が合致しない

(3-3) 
認知/スキルが不足している

(a) 新しいモノに対する認知が足りない

(b) ITリテラシーが不足している
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(1) 規制・制度改革 

 

(1-1) 規制緩和 

地域循環共生型社会を構築するためのビジネスを実現する際に阻害要因となる各種の業法（前

述）について、規制の緩和を行う。前述のとおり、現状では阻害要因となっている規制も、緩和

が検討されているが、ユーザー・事業者のニーズにあわせた一層の改革が求められる。 

 

(1-2) 認可取得の条件緩和と運営支援体制構築 

地域の住民や団体、中小零細企業が、小さな負担で速やかに各種事業を開始できるように、各

種許認可の取得条件の緩和が期待される。ただし、こうした許認可はエンドユーザーの安全性確

保などのために定められていることが多い。また、万一、事故などが生じた場合の対応・補償体

制を備えることは、地域の小さな事業主体にとってはハードルが高い。そこで、従来の企業が提

供するものに準じる水準の安全性や対応体制を、規模の小さい事業主体も実現できるよう、公的

機関が率先して保険や IoT 技術等を用いたサポート体制を充実させることが求められる。 

 

(1-3) 自治体個別対応の要件緩和と協議支援情報整備 

前述のとおり、ある地域で作りこんだサービスを全国展開しようとしても、規制により個々の

自治体との協議を求められることがある。その全てに対応するのは新興企業・中小企業にとって

大きな負荷となる。こうした負担を軽減するため、システム・機器等の安全性証明など、全国共

通で扱えるものについては、全国統一窓口での協議で対応可能にすることなどが求められる。ま

た、地域循環共生圏の実現のためのソリューションについて、その特徴や意義・価値に関する情

報を、国が積極的に自治体や地域の各種機関に提供・共有・啓蒙することで、事業者が各地域で

事業を開始する際の議論を円滑にすることができる。 

 

(1-4) 財源用途に関する条件緩和 

地域循環共生圏では、ひとつの設備や施設が多様な役割に用いられることが、ビジネス成立の

成功のカギのひとつとなる。しかし、補助金の中には、用途が限定されているものも多数存在し、

そうした資金を地域循環共生圏実現のための商品・サービスに利用できないケースがある。多く

の補助金が、地域の事業者が様々な用途で利用することを許容するものになることが期待される。 

 

 

(2) ルール・ガイドライン整備 

 

(2-1) ルール整備を速やかに行うための体制整備 

IoT 技術などを利用し、シェアリングやピア・ツー・ピア取引（消費者同士での売買）など、従

来になかったモノやサービスの所有・利用を可能にするサービスが生まれつつある。従来型のサ
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ービスを想定したルールでは対応できない事象が、多々登場することが想定される。そうしたこ

とに対応するために、事業者のニーズを広く受け付け、現行ルールや課題、求められる要件を速

やかに把握、様々な省庁と連携して新しいルールを速やかに策定することができる体制の整備が

求められる。 

 

(2-2) 個人情報の扱いに関するガイドライン整備 

地域を支える事業が効率的に運営されるために、プライバシーは保護しつつ、関係者間で適切

に情報を共有する仕組みが求められる。既に国レベルでの検討が進められているが、個人情報を

扱う際のガイドラインが早急に整備されることが求められる。 

 

 

(3) 政府調達・補助金における配慮 

 

(3-1) 地域への貢献を加点する調達条件制度確立 

公的機関による商品・サービスの調達にあたっては、実績が評価点の一つになることが多い。

これ自体は避難されるべきものではないが、地域の資源が活用され、地域の資金や人材の循環・

還元に貢献するものについては、その価値も評価点の一つとすることで、地域循環共生型社会の

構築に向けた商品・サービスの普及を後押しすることができる。 

 

(3-2) 新しい商品・サービスを想定した支給対象設定 

補助金の中には、支給対象が固定されているものがある。地域循環共生圏の実現に向けて、様々

な新しい商品・サービスが生まれているが、一部の補助金がこうした用途に利用できないケース

がある。補助金の設計の際に、こうした新しい商品・サービスを速やかに反映させる、そのため

の体制を整えることが求められる。また、(1-4)で述べたように、用途の条件を幅広いものにして

おくことも一つの解決策となりえる。 

 

 

(４) 情報を把握・共有する仕組みの構築 

 

(4-1) 地域循環共生圏を実現するための情報の定義 

地域の様々な関係者が、地域課題を把握し、施策を立案するにあたって、そもそもどういった

状態を目指すのかを規定する必要がある。そこで、地域循環共生圏の実現を判断する指標（KGI：

Key Goal Indicator）と、その実現過程を管理するための指標（KPI：Key Performance Indicator）を

明確にする必要がある。スマートシティや MaaS 分野で様々な実証が既に動き始めているが、地

域循環共生実現や CO2 排出削減なども実現するものにするため、実証や事業の KGI/KPI に反映さ

せることが望ましい。こうすることで、関係者が議論できる状態になるほか、(3-1)で述べたよう
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に、入札時の評価点として扱うことも実施できるようになる。 

 

(4-2) プラットフォーム構築と情報蓄積・共有 

上記の KGI/KPI を計測するためにも、地域課題解決のための様々な事業を円滑・効率的に運営

するためにも、関係各社が協力してデータを取得、共有する仕組みが求められる。前述のガイド

ラインに基づき、プライバシー保護は担保しつつ、情報を蓄積するデータベース・システムの構

築が求められる。更に、こうした基盤を利用して、地域の様々な取り組みやデータを共有し、何

が成功の要因であったのか、何が失敗の要因であったのかを把握、それを次の施策に活用してゆ

く姿勢が求められる。その実現にあたっては、地域循環共生圏の形成にはどんなデータが必要か、

どういった取得/共有方法が最適か、だれが運営するか、といった点を精査してゆく必要がある。 

 

 

図 34 プラットフォームイメージ 

 

 

(5) リスクマネー供給 

 

(5-1) 開発・投資補助金交付 

地域循環共生圏を実現するためには、従来は事業として成り立たなかった商品・サービスを、

新しい技術や運営上の工夫などにより効率化・最適化して、ビジネスとして成り立たせる必要が

ある。こうした新しい取り組みを行おうとする事業主体は、リスクマネー調達に苦心することが

多い。そこで、公的機関による補助金投入によるリスクマネー供給が期待される。 

 

(5-2) 利子補給・信用保証 

各地域の事業主体が、金融機関を通してリスクマネーを調達しやすくなるよう、公的機関が金

融機関に対して利子補給や信用保証を行うことも期待される。 
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(6) 政府による需要創出 

 

(6-1) 買い支え 

新しい事業を企画した主体が投資や人材確保を行う際、事業立ち上げの初期段階で、一定規模

の売上の見通しが立っていることが大きな役割を果たす。また、リスクマネーの調達についても

同様である。そこで、地域循環共生圏の実現に資する商品・サービスについては、公的機関が一

定量・期間に渡って購入することで、事業立ち上げを支援することができると考えられる。 

 

(6-2) 需要創出補助金交付 

地域循環共生圏実現のための商品・サービスを提供する事業主体に補助金を支給するのではな

く、購入する側に補助金を提供することも、事業主体の新規事業立ち上げ支援に貢献すると考え

られる。 

 

(6-3) 情報発信支援・マッチング機会提供 

地域の主体は情報発信の場を欠くことが多い。良い技術を持っていても、他者に知られる機会

が少ないために、機会を逸していたりする。そこで、政府が能動的にメディアに働きかけて採り

上げられる場を生み出したり、商品・サービスを展示する場を設けて多くの主体が目にする・多

くの主体と繋がる機会を創り出す、といった支援策が求められる。 

 

(6-4) 政府による「地域循環共生圏」の将来性明示 

政府が、地域循環共生圏の実現を目指していることをアナウンスする、また、各地域にそれを

求めることでこの市場が有望であることを示すことにより、事業者の投資意思決定や、金融機関

による出資・融資判断を円滑にすることができる。また、より具体的に、何らかの基準を設けて、

それを達成している地域や企業を認定・認証することも、これら事業主体の活動を後押しする。 

 

(6-5) 評価・診断制度の構築 

例えば省エネや再エネなど、具体的に何に取り組んだらよいかを判断できない地域は多い。悪

いケースでは、専門性を欠く地域の主体が低品質の商品やサービスを売り込まれることもある。

そこで、第三者の立場で客観的な評価を行える政府機関が、本当に必要な取り組みは何かを評価

したり、商品・サービスの効果を検証することで、各地域の主体が、今後本当に実施・導入すべ

きものは何かを議論・決定できるようになる。 
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(7) 組織活動補助 

 

(7-1) 専門人材派遣 

前述のとおり、地域循環共生圏の実現に向けた取り組みを実施・前進している企業では、「地域

マネージャー」など核になる人員が存在し、関係者を巻き込んで事業化を実現している。しかし、

こうした人材には高いスキル・知見が求められ、その雇用を維持するには一定水準の給与を支払

う必要がある。公的機関が給与を補助して人材を派遣する仕組みを構築することで、専門家人材

を雇用する余裕がない地域や企業を支援する、という支援策が考えられる。 

 

(7-2) 人材マッチング/紹介 

上記のような専門人材を雇用する余裕がある地域・企業であっても、地方でそうした人材を発

見することに苦労しているケースも多い。そこで、政府がこうした地域・企業と人材をマッチン

グする仕組みを構築する、という支援策が考えられる。 

 

(7-3) 相談窓口運営 

地域の主体が上記のような人材を直接雇用しなくても、いつでも・気軽に専門知見を得ること

ができるよう、専門家による相談窓口を設けるといった支援策も考えられる。 

 

(7-4) 地域組織運営補助金交付 

上記のような、専門家人材を中心とした人件費の補助だけでなく、地域運営組織が資産取得や

保険加入、広告活動実施、等の直接費を補助するという支援策が考えられる。 

 

(7-5) 先進的な取り組みの形式知化と共有 

地域で想いを持って先進的な取り組みを実践してきた人材は多い。まだ取り組みを開始してい

なくても、想いを持った人材は地域で増えている。しかし、先駆者のノウハウは形式知化されて

いないケースが多いと言われる。なぜなら、地域の主体はリソース不足に悩むものが多く、ノウ

ハウを文章にして見える化したり、マニュアル化したりする余裕を欠くことが多いからである。

そこで、政府が資金や人材面での支援を行い、先駆者が蓄積したノウハウを形式知化し、それを

地域で取り組みを行っている人・主体同士で共有したり、これから新しく取り組みを開始したい

と考えている「地域で想いを持つ人」に提供するような仕組みが求められる。 

 

(7-6) 若年層向け気づきの場の創出 

先進的な取り組みを実践してきた地域の主体が直面するのは、後継者問題である。多くの若者

が地域で働き生活することの価値、地域に根差したビジネスモデルの有望度などに気付く機会を

生み出すことが求められる。そこで、学生や若者向けに、地域課題の解決に取り組む地方企業を

対象にした「インターン」、「大学の講座やワークショップ」などの開催・運営を政府が補助する

といった支援策が考えられる。 
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TOPIX 地域課題解決に取り組む「キーマン」を活かすための支援策 

 

より多くの地域で、持続可能なかたちで、取り組みが実践されるために、個人の能力・努力に

任せるのではなく、仕組みとして支えることが求められる。 

 

 

図 35 地域課題解決に取り組む「キーマン」を活かすための支援策 

 

 

  

中長期目線で
地域課題解決に
取り組むキーマン

地域(A)

地域(C)

地域(D)地域(B)

① 繋ぐ

② 支える

③ （他の地域に）移植する

• 地域の中だけでなく、地域外とも繋がることで、様々な
機能やアイディアを得ることができ、更なる取り組み拡大
に繋がる。

• 政府は、情報発信やマッチングを支援する。

• 個人の能力・努力に頼る状態は持続可能とは言えない。
蓄積した経験やノウハウを見える化し、他の人にもできる、
次の世代に継承できる状態にすることも必要。

• 政府は、ノウハウの形式知化や若者の気付きを支援する。

• 地域で熱い想いを持つ人は増えている。こうした人材が
事業実施に踏み切り、成功にたどり着けるよう、先人の
経験・ノウハウを移植することが望ましい。

• 政府は、②で形式知化したノウハウを、他の地域の人が
学ぶことを支援する。

「キーマン」を活かす仕組みと政府支援策
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(8) 啓蒙活動 

 

(8-1) 地域循環の価値啓蒙 

地域循環共生圏の構築に貢献する商品・サービスの価値や効果について、認識が世の中に広ま

ると、各地域で導入されやすくなるうえ、企業がより多様な商品・サービスを提供するようにな

る。そこで政府が、地域循環共生圏や、それを構築するための商品・サービスがもたらす効果を

積極的に情報発信・啓蒙することで、事業者の営業活動を支援することが期待される。 

 

(8-2) IT リテラシー教育 

近年登場するサービスには、スマートフォンを用いて操作するものも多い。しかし、地方部の

高齢者を中心に、スマートフォンを利用できない人達が多数存在する。インターネットについて

も同様である。地域にあわせたツール・インターフェースを選択することを大前提としつつ、ス

マートフォンやインターネットを利用したほうが効率的だと判断されるものについては、地方の

高齢者を含む利用者がそれに慣れるための支援を行うことが求められる。大手企業はもちろん、

新興企業にはそうした業務を負担することのハードルは高い。そこで、政府がこうした活動を実

施することが期待される。 
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第６章 成果の発信・発表 

 

本業務の成果が、企業や NPO、政府・自治体などに有効に活用されるよう、各種の発信・発表

を実施した。具体的には以下 3 点の活動を実施した。 

 

 報告書及び報告書の要約版の作成 

 

本業務の仕様に則り、分析の結果を本報告書及び報告書要約版を作成した。 

 

 報告書：Microsoft Word 版 

 報告書要約版：Microsoft Power Point 版 

 

 

図 36 報告書要約版イメージ 

  

ローカルSDGｓ（地域循環共生圏）ビジネスの
先進的事例とその進め方

令和元年度環境ビジネスの振興方策検討等委託業務

報告書（要旨）

令和2年3月19日
株式会社野村総合研究所
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 「環境経済情報ポータルサイト」の改修 

 

「環境ビジネスの先進事例集」という Web サイトを作成し、本業務の成果物を公開した。業務

効率化のために、昨年度の枠組みを活用しつつ、本年度に分析した企業のコンテンツを作成した。 

 

  

 図 37 Web サイト｢環境ビジネスの先進事例集｣ 

http://www.env.go.jp/policy/keizai_portal/B_industry/index.html 
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 シンポジウムの支援 

 

本業務で作成した成果や企業・団体とのネットワークを活用して開催するシンポジウム「ロー

カル SDGs のデザイン-2：企業主体で実践する地域循環共生圏のつくり方」の準備を支援した。た

だし、新型コロナウイルス感染症対策の観点で、本シンポジウムは本年度中には実施されなかっ

た。 

 

 

図 38 シンポジウム概要 

 

 

これらの情報発信を通して、本業務の成果に対する認知・理解が広がり、環境ビジネスに興味

を持つ企業、そこで成功する企業が増えることが期待される。 
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第７章 参考資料 

 各種ネットワーク 

 

 地域循環共生圏の形成に資すると考えられる「企業や各種団体などのネットワーク」について

紹介する。 

 

1 よい仕事おこしネットワーク 出所：同団体資料より抜粋 
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2 学校法人先端教育機構 事業構想大学院大学 学校紹介資料 出所）同社資料より抜粋 

 

（実務家教員） 



  

109 

 

 



  

110 

 

 



  

111 
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3 一般社団法人グリーンインフラ総研 出所）同法人資料より抜粋 
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4 一般社団法人 有機農産物協会 出所）同法人資料より抜粋 
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 訪問先企業参考資料 

 

1 栃木県宇都宮市 参考資料 出所：同市資料 
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2 埼玉県小川町 参考資料 出所：同町資料 
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3 神奈川県横浜市 参考資料 出所：同市資料 
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4 島根県邑南町 参考資料 出所：同町資料 
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5 高知県大宮産業 参考資料 出所：同社資料 
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6 INDETAIL 参考資料 出所：同社資料 
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7 静岡鉄道 参考資料 出所：同社資料 
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9 でんき宇奈月 参考資料 出所：同団体資料 
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10 未来シェア 参考資料 出所：同社資料 
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12 グラノ 24Ｋ 参考資料 出所：同社資料 
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13 豊島 参考資料 出所：同社資料 
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15 パルセイユ 参考資料 出所：同社資料 
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16 プラネットテーブル 参考資料 出所：同社資料 
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17 和郷 参考資料 出所：同社資料 
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18 神戸市/NTT 西日本 参考資料 出所：同市・同社資料 
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20 大建工業/オロチ 参考資料 出所：同社資料 

  



  

174 

 

 企業事例 

 分析対象とした以外の取り組みについて、文献調査した結果を取り纏めた。 
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